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総説　（Review）

Abstract
Recently, species diversity is diminishing rapidly and the decrease in species diversity would possibly lead 

deterioration of ecosystem services, such as carbon storage. This study thus considers relationships between 
biodiversity in forest ecosystems and carbon storage after reviewing findings from grassland ecosystem. In general, 
increases in biodiversity in an ecosystem will potentially facilitate ecosystem services by adding the functional 
traits of new species (complementary effect). On the other hand, plant organic matters in forest ecosystem form 
complex habitat architecture and provide woody debris to diverse living organisms. In grassland ecosystem, 
functional diversity in the plant community and plant species composition affect more largely carbon accumulation 
and carbon storage than species diversity itself do. In forest ecosystem, higher diversity of tree species and its 
mutualistic fungi promotes larger amount of above-ground biomass of plant, and this relationships is affected. 
Species composition is possibly more important to determine ecosystem services than species diversity itself as in 
the case of grassland ecosystem. On the other hand, relationships between biodiversity and carbon emissions from 
the decomposition process are not fully understood. The diversity of plant species in forest litter is not obviously 
related to the decomposition rate, and the relationships between the diversity of saprophytes and the decomposition 
rate vary. The relationships between biodiversity and ecosystem functions in forest ecosystems are not simple, 
but it is important to manage forest ecosystems and their biodiversity from the perspective of conservation, 
because a loss of biodiversity might result in changes in ecosystem processes mediated by changes in interspecific 
interaction. We have suggested the importance of developing monitoring methods to evaluate forest management 
for biodiversity and carbon storage, such as REDD+.

 Key words : carbon emission, decomposition, ecosystem function, REDD+, species diversity

Biodiversity and carbon storage in forest ecosystems
Satoshi YAMASHITA1)*, Kimiko OKABE1)

 , and Tamotsu SATO2)

森林生態系における生物多様性と炭素蓄積
山下聡 1)* 、岡部貴美子 1) 、佐藤保 2)

要 旨
　近年、急速に生物多様性が減少しており、その影響が炭素蓄積等の生態系サービスに及ぶことが
懸念されている。本総説では、森林の生物多様性と炭素蓄積の関係について、これまでの知見を整
理した。生態系に含まれる生物多様性が増加すると、生物種が増えることで機能が増加し、その結
果、生態系サービスが高まると考えられる ( 相補性効果 ) 。光合成により固定された炭素は植物に
蓄積され、森林の複雑な 3 次元構造や枯死木といった生息場所を供給することでほかの生物の多様
性維持に貢献している。植物の多様性が炭素蓄積に及ぼす影響についてみると、草本生態系では草
本の種多様性が、森林生態系では樹木とその共生菌の多様性が高いほど地上部現存量も増加するこ
とが示されている。しかし実際は種数の多寡自体よりも、種組成や機能群の多様性のほうが炭素吸
収・蓄積機能に及ぼす影響が大きい可能性がわかってきた。一方、炭素排出過程である分解系では、
枯死有機物中の植物種の多様性と分解速度の間や、分解者の多様性と分解速度の間には明確な関係
がないようである。多様性の喪失は生物間相互作用の変化を介して生態系プロセスを変化させるこ
とから、森林生態系をセーフガードとして保全していくことが重要である。炭素蓄積の保全と森林
の持続的利用を同時に管理することを目指す REDD+ のような枠組みの評価にあたっては、生物多
様性も含めたモニタリング方法を開発していくことが必要である。

キーワード：生態系サービス、生態系プロセス、 森林管理、 種多様性、炭素排出、分解
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1. はじめに
地球上には多様な生物が生息している。種の多様性
についてみると、これまでに少なくとも 150 万種から
170 万種の生物が記載されており、未発見のものも含
めると数千万種もの生物が生息していると推測されて
いる (Ehrlich and Wilson 1991, Cracraft 2002, Padial 
and de la Riva 2006) 。現在、これらの多様な生物種
が急速に減少している。例えば、極めて多様な生物が
生息している熱帯林では、将来的には 1 年間で千種
に一種以上が絶滅していく可能性があると推定されて
おり、この絶滅速度は有名な恐竜の大絶滅時代の値に
対して千～一万倍以上大きい (Pimm and Raven 2000, 
Dirzo and Raven 2003) 。多様性を喪失する危険性が
高いホットスポットが熱帯地域に集中している要因と
して、森林の土地利用変化の急速な進行が指摘されて
いる (Myers et al. 2000, Sodih and Brook 2006) 。人
類の様々な活動による生態系への攪乱に対して前世紀
から懸念が表明され ( 例えば、カーソン 1962, マイア
ース 1979) 、生物多様性の保全の倫理的、経済的、生
態学的根拠が示されてきた ( ウィルソン 1992, プリマ
ック・小堀 1997) 。これらの根拠の中で最近よく支持
されている考えは、生物多様性の喪失が生態系プロセ
スを介し、質的・量的インパクト ( 負のフィードバッ
ク ) を人間社会に与えるというものである。
産業革命以後の人類の活動は、土地利用の大幅な改
変や二酸化炭素などの温室効果ガス量の増加などを引
き起こした。このような地球規模の生物地球化学的循
環の変化による生物多様性の低下は、農林畜産物生産
などの減少 ( 生態系サービスの低下 ) を招いたり、生
態系における炭素・水循環の変化 ( 生態系プロセスの
変化 ) を引き起こしたりすることで、直接的、間接的
に人間活動に影響を及ぼすと考えられている (Chapin 
III et al. 2000, Hooper et al. 2005) 。生物多様性、生
態系プロセス、生態系サービス (Box 1) 、そして人間

活動は互いに密接に関係しているのである (Fig.1) 。
本総説で扱う森林生態系は様々な生態系サービスを提
供しており、その経済価値が評価されている (Pearce 
2001, Thompson et al. 2011 など ) 。炭素の吸収およ
び蓄積は森林生態系が提供する生態系サービスの一つ
であり (Box 2) 、熱帯林の炭素吸収源としての価値は
貨幣換算で 1 年間に約 900 億ドル以上といわれている 
(Pimentel et al. 1997) 。森林生態系は生物多様性の宝
庫であるが、人為活動が生物多様性の劣化を進行させ
ており、その影響は炭素貯留にも及んでいるかもしれ
ない。森林において炭素は様々な形態で貯留される。
2006 年の IPCC ガイドラインによれば、森林におい
て測定される炭素プールは地上部バイオマス、地下部
バイオマス、枯死木、リター、土壌有機物の 5 つに分
類される (IPCC 2006) 。陸上生態系の植生に蓄積され
ている炭素のうち、約 8 割が森林生態系に蓄積されて
おり (真常・小崎 2005) 、森林の鉱質土壌中に蓄積さ
れた炭素量 ( ＝土壌有機物量 ) は、バイオマスと枯死
有機物として蓄積されている量の 2 倍以上と推定され
ている (Dixon et al. 1994, 袴田 2005) 。このように陸
域の炭素循環 ( 炭素の吸収、蓄積、排出による循環 ; 
Fig.2) における森林の重要性は明らかである。これま
で、生物多様性の変化が生態系プロセスを介し、一次
生産や他の生態系機能にどのような影響を与えるかに
関する知見は、草地生態系や農地生態系などを中心に
蓄積されてきた。一方で森林における炭素蓄積と生物
群や生物多様性との関係には未解明な点が多い。しか
しながら、森林生態系における生物多様性の劣化が炭
素貯留に影響することが懸念されているため、現時点
での知見を整理することで森林の生物多様性が炭素蓄
積に与える影響について理解を深めることには意義が
ある。
このような背景から本稿では、森林における生物種
の多様性と炭素蓄積の関係について、生物間相互作用

Box 1.　生態系サービス 
人類は様々な形で生態系から恩恵を受けており、それらは生態系サービスと呼ばれている。生態系サービスは、供給サービス、

調節サービス、文化的サービス、そしてこれらを支える基盤サービスに分けることができる (MEA 2005) 。供給サービスとは、生
態系が生産し、人類が利用できる物質の供給のことを指す (農林畜産物や漁獲物など ) 。調節サービスとは、生態系プロセスの制
御により得られる利益、すなわち生態系が環境を形成することによりつくられる利益を指す (水質の浄化や農地生態系における送
粉効率の増加や害虫の天敵制御など ) 。また、文化サービスとは、生態系から得られる非物質的利益のことをさす (自然物に基づ
いた民族のデザインや言葉、エコツーリズムなど ) 。そしてこれらのサービスを供給する基盤となる生態系機能が基盤サービスで
ある。生態系サービスは、直接的に生物多様性が寄与する場合もあれば、間接的に寄与する場合もある。たとえば、一次生産は、
物質移動や生物間の関係などの物理的、生物的過程 (生態系プロセス ) を経て発揮される生態系が持つ機能 (生態系機能 ) であり、
多様性が関与しうる。このようなサービスによって人類の経済活動や健康が維持されていると考えられ、経済評価も行われている 
(Kumar and Muradian 2009) 。
生物多様性と生態系サービスについて注意する点は、1) 必ずしも生物多様性と生態系サービスの関係が直線的な相関関係にある

とは限らないこと (同じサービスを提供する種が複数いる場合は、5種で 5倍のはたらきになるとは限らないことなど ) 、2) 種の
多様性との関係が低いサービスがあること、3) あるサービスの提供者が人に害を与えうること (ディスサービス：例えばスズメバ
チは害虫の天敵だが、人を刺す ) 、4) 生態系サービス同士にトレードオフがありうることである。例えば、成長速度の高い樹種の
みからなる人工林では、高い炭素吸収・蓄積機能は期待できるが、送粉サービスは期待できないかもしれない (Taki et al., 2011) 。

Box 2. 二酸化炭素吸収
木本植物は主要な温室効果ガスである二酸化炭素を吸収し、炭素源を長期間固定する。植物群落が単位面積当たり時間当たりに

獲得する総炭素量は純一次生産量 (Net Primary Production) と呼ばれ、総一次生産量 (Gross Primary Production：光合成生産物
の総量 ) から呼吸量を引いた値である。純一次生産量のうち、40～ 70%は新規に生産された植物体が蓄積するが、残りの 20～
40%は根からの浸出物として , 1～ 40%は枯死や被食などによって、そして 0~5%は揮発性物質として失う (排出する ) と考えら
れている (Chapin III et al., 2002) 。
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Fig. 1. 生物多様性および人類の活動、地球環境の変化との間の関係
Chapin III et al. (2000) を改変した。矢印は影響があることを示す。太線は本総説の主たるトピックを示す。
破線は仮説として加筆した。

を含めて解説をする。まず生物多様性と炭素蓄積サー
ビスの生態学的メカニズムを理解するために、生物が
群集として特定の生態系機能を発揮するメカニズムに
ついて概説する。次いで、炭素蓄積が生物にとっての
生息場所を提供することでどのように多様性維持に貢
献しているか現時点における仮説も含めて整理する。
さらに生物多様性と炭素循環の関係について、研究事
例の豊富な草本生態系の結果を踏まえたうえで、地上
部と地下部の炭素蓄積に木本植物およびその他の生物
の多様性が影響する機構について紹介する。最後に、
生物多様性と炭素貯留のコベネフィット ( 相乗便益 ) 
について示すことにより、森林の生物多様性を維持し
つつ生態系サービスを享受する森林管理の実現と、そ
れを支える関連研究分野の発展に資することを目的と
する。

2. 生物多様性が生態系サービスを発揮するメカニズム
生態系には様々なサービスがある。この中には、
土壌浸食防止や水や酸素の供給のように生物多様性

の質や量に大きく依存しないものと、花粉媒介者に
よる送粉サービスのように強く関係するものがある 
(Balvanera et al. 2006, Dobson et al. 2006) 。生物多
様性と生態系サービスの正の相関関係 ( たとえば生物
多様性が増加すると生態系のサービスも強化される
関係、または生物多様性が減少すると他方も劣化す
る関係 ) は、送粉 ( 植物の花粉を動物が運搬し、受粉
を成立させる ) サービス、個体群制御サービス ( また
は天敵サービス ) 、種子分散サービス、そして炭素蓄
積などで知られている (Cardinale et al. 2011) 。この
ような関係は生態学的にはニッチ効果などで説明され
る (Tilman 1999) 。ニッチとは、各生物が必要とする
餌や空間などといった資源の要素とその利用方法のこ
とであり ( 日本生態学会 2004) 、生物の多様性が増
加すると、餌種や採餌場所といった資源の利用の仕方 
( ニッチ ) が異なる生物が含まれるようになる。その
ため、生物の多様性が増加すると、ある資源がくまな
く利用されるようになり、機能による効果、すなわち
サービスが増加すると考えられる ( ニッチ効果 ) 。ニ
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ッチ効果と次に説明する促進効果は、生物多様性が生
態系機能の向上に及ぼす本質的なメカニズムと認識さ
れており、両者を併せて相補性効果と呼ぶ (Loreau et 
al. 2001, 宮下ら 2012) 。促進効果とは、ある種がいる
ことで別種も資源を利用できるようになった結果、よ
り高い機能が発揮されるというメカニズムである。ま
た、生物多様性が増加するに従い機能的に優れた種
が群集に含まれる可能性が高くなり、さらにその種
が優占的になることで生態系の機能が増加するという
選択効果と呼ばれるメカニズムもある (Aarssen 1997, 
Doak et al. 1998, 宮下ら 2012) 。
このようなメカニズムの解明によって、生態系に含
まれる種数を増やすことが重要なのか ( 選択効果を重
視 )、生物間相互作用を重視し生物の群集組成に注目
すべきなのか ( 相補性効果を重視 ) といった管理手法
の開発に重要な知見が得られると考える。ヨーロッパ
で広域に行われた草本植物の多様性とバイオマスの関
係を調べた実験では、選択効果は全体としてはほとん
ど影響を与えていなかったのに対して、相補性効果は
全体としてほぼ正の影響を及ぼしていた (Loreau and 
Hector 2001) 。また、Cardinale et al. (2007) は 44例

の実験結果を解析し、相補性効果は選択効果と同じか
それ以上に寄与し、実験期間が長ければ長いほど相補
性効果の寄与が高まることを示した。いずれのメカニ
ズムでも時間的に効果の強さが変化することがあり、
生物多様性と生態系機能の関係については短期的なス
ケールよりも長期的なスケールで評価する方が妥当と
考えられている (宮下ら 2012) 。森林施業においてど
ちらの効果をより重視すべきかについては、生物多様
性と生態系機能の研究は定量的なデータが少なく、ま
た長期継続調査も少ないことから、発展段階にあると
いえる。

3. 蓄積された炭素が支える生物の多様性
森林生態系では、植物が生産する有機物は他の生物
によってほとんど餌として利用されないが、住み場所
として重要であるという特徴をもつ ( 武田 1992) 。樹
高が 60m を超えるような超高木をもつ熱帯雨林から
我々の周囲の森林にいたるまで、植物が作り出す複雑
な三次元構造は生物に多様なハビタットを供給してい
る (Fig.3) 。また樹木は枯死後も長期間にわたって、
コケや腐朽菌類、昆虫などによって利用される。本章

消費者 
植食者 

二次消費者 
捕食者 

生産者 
光合成植物 

二酸化炭素 

菌根共生者 
菌根菌 

分解者 
菌類，土壌動物 

陸上生態系 地下生態系＊ 

．森林における陸上生態系と地下生態系における炭素の
流れ 炭素循環
加賀田 の図に加筆し改変した。
地下生態系には地表も含む。

光合成 

呼吸 

死亡 

摂食 

栄養供給 

溶脱 

系外 

Fig. 2. 森林における陸上生態系と地下生態系における炭素の流れ (炭素循環 ) 
　加賀田 (2008) の図を加筆し改変した。

*地下生態系には地表も含む。
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では、森林において 1）生木、2）粗大枯死材、3）堆
積有機物と土壌圏がどのように生物多様性を支えてい
るかを述べる。

3 － 1. 生木の構造と地上部の生物の多様性
地球上には単一の樹種からなる森林から、1ha 中に

300 種以上の木本植物が共存する極めて多様性の高い
森林まで ( ホイットモア 1990) 、様々な森林が存在
する。これらの森林を構成する樹木は、光エネルギー
を取り入れるために他の樹木個体よりも高い位置に葉
を形成したり、木漏れ日を効率よく得るために葉を
水平方向へ展開したりと、種ごとに様々な戦略を持っ
ている。樹木の最大樹高は種によって異なることか
ら、樹種が豊富な森林では複雑な階層構造を持つこと

が期待される。最も階層構造が発達している熱帯雨林
では、林床植物、低木、亜高木、高木、超高木などが
幾重にも層をなしている。このため林内に微気候な
どわずかな環境の差異が生じ、昆虫 (Kato et al. 1995
など ) や小型節足動物 (Walter and Behan-Pelletier 
1999, Karasawa and Hijii 2008) 、哺乳類 (Vieira and 
Monteiro-Filho 2003) などの群集に垂直的な階層構造
が認められる。階層構造が複雑化するに従い、そこ
に生息する生物の多様性も増加する (MacArthur and 
MacArthur 1961, MacArthur et al. 1966, 石井 2011) 。
また森林構造の複雑性と生物多様性の関係が、森林の
総一次生産量 ( 光合成産物の総量 ) の多寡によって変
化する例が示されている (Verschuyl et al. 2008) 。
頑強な樹幹は他の生物が直接的に利用する生息場所 

植物が他の生物に提供するハビタット
森林において樹木は三次元構造を形成し 左上 、樹冠部を着生植物
などに利用される 右上 。地下部では根と菌が一体となった構造で
ある菌根を形成している 左下 。樹木個体が死亡した後は、菌類や
蘚苔類によって利用される。

地下部 
（住み場所・ 
栄養供給） 

枯死材 
（住み場所） 

樹冠部 
（住み場所） 

Fig. 3. 植物が他の生物に提供するハビタット
森林において樹木は 3次元構造を形成し (左上 ) 、樹冠部を着生植物などに利用される (右上 ) 。地
下部では根と菌が一体となった構造である菌根を形成している (左下 ) 。樹木個体が死亡した後は、
菌類や蘚苔類によって利用される。
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(ハビタット ) を提供している。例えば枝分かれした部
分などには落葉の分解物などが蓄積することがあり、
これを利用するササラダニなどの土壌動物が認められ
る。このような樹幹の途中に生息する土壌動物には土
壌中には認められないものが含まれることから、樹上
のハビタットが森林の生物多様性を高めているといえ
る (Karasawa and Hijii 2006) 。また着生植物の一つで
ある地衣類はカナダにおけるカリブーなど希少種や絶
滅が心配される動物にとって重要な餌資源であるが、
これらを維持するためには複雑な階層を持つ老齢林
の保全が必要であるが明らかになっている (Servheen 
and Lyon 1989, Esseen et al. 1996) 。

3 － 2. 粗大枯死材を利用する生物の多様性
土壌表層部の枯死有機物はリターと呼ばれるが、そ
のうちの枯死木や根株などとりわけ大型のものは粗大
枯死材と呼ばれる。生立木の樹幹は大量のバイオマス
を有するが、様々な防御物質を持つため、樹幹を栄養
源として利用しようとする生物にとって容易に利用で
きる資源ではない。また、難分解性の物質により構成
されており、栄養源として利用できる生物は一部であ
る。しかし折れたり根から倒れたりして枝や幹が枯死
し防御機構が働かなくなると、これらの粗大枯死材は
コケ類、木材腐朽菌類、材食性昆虫などの多様な生物
によって利用されるようになる (Elton 1966, Siitonen 
2001, Siitonen et al. 2001, Stokland et al. 2012) 。木
材腐朽菌では、単木レベルでは材のサイズや樹種、腐
朽 段 階 が (Heilmann-Clausen et al. 2005, Yamashita 
et al. 2010) 、林分レベルでは植生や粗大枯死材の量
が (Hattori 2005, Junninen et al. 2006, Yamashita et al. 
2008) 、群集の種構成や多様性と関係し、しばしば粗
大枯死材のサイズや量と木材腐朽菌の多様性との間に
は正の相関関係が検出されている。材の腐朽の進行の
程度は木材腐朽菌 (Fukasawa et al. 2009) 以外にも、
蘚苔類や節足動物などに影響を及ぼしている (Bunnell 
and Houde 2010) 。各分類群の中でも木材の分解に対
する反応は機能群によって異なり、節足動物では材が
分解されるに従い木材食昆虫の優占度が減少し、菌食
性昆虫や腐食性昆虫、これらの寄生者の優占度が増加
したことが報告されている (Vanderwel et al. 2006) 。
粗大枯死材の量だけでなく腐朽の進行度合いなどの質
もまたそれを利用する生物群集に影響を及ぼしている
ため、林分レベルでは粗大枯死材のサイズや質の変異
に富んだ森林でこれらを利用する生物の多様性も維持
されると考えられている (Lonsdale et al. 2008) 。
さらに粗大枯死材を利用する生物は他の生物によっ
ても利用される。例えば、菌類の子実体は様々な生物
によって利用されるが (Yamashita and Hijii 2003) 、
多孔菌類の子実体 ( いわゆるサルノコシカケ類 ) で
は日本から 200 種以上の甲虫が報告されている ( 説

田 1993) 。さらに菌食性のダニ類 (Okabe and Amano 
1992, 1993) や昆虫の寄生者 (Yorozuya 2006) も含め
ると複雑な食物網を構成する多様な生物が木材遺体に
依存していることになる。立枯れ木や大径木の枯死部 
( 樹洞など ) 、根株などは、様々な生物に餌のみなら
ず巣場所を提供する (Harmon et al. 1986, Hodge and 
Peterken 1998, Kotaka and Matsuoka 2002 など ) 。た
とえば北米ではキクイムシによる樹木の大量枯死によ
って餌や巣場所が増加して鳥の多様性が増加したが、
その後定期的な資源供給がなかったため、一気に減少
に転じた (Martin et al. 2006) 。
粗大枯死材に依存する生物には大径木などの特定の
サイズや腐朽段階の粗大枯死材を必要とする生物も
おり、これらは近年老齢林の減少に伴う個体数の減
少や地域的絶滅が懸念されている (Kouki et al. 2001, 
Siitonen et al. 2001) 。このような特性を持つ生物の
多様性を維持するうえでは、森林内に多様な木材遺体
を残すだけでなく、景観レベルでの粗大枯死材供給源 
(老齢林など ) の連結性も考慮する必要がある (McGee 
et al. 1999, Jonsson 2000, Komonen et al. 2000) 。

3 － 3. 堆積有機物と土壌圏における生物の多様性
森林の土壌には落葉や落枝などの枯死有機物が大量
に存在しており、3m 深までにある全炭素量の約半分
が、粗大枯死材も含めた表層 1m までに存在している 
(Jobbágy and Jackson 2000) 。落葉落枝などが供給さ
れる速度は森林によって異なり、亜寒帯常緑針葉樹林
で記録された 2.43Mg/ha/yrから熱帯季節林の 9.45Mg/
ha/yr まで幅がある ( 米田 2012) 。土壌中には例えば
温帯では、1m2 の森林土壌に 1000 種を超える無脊椎
動物が生息し、その 1g 中には 4000 種以上のバクテリ
アと 2000 種程度の菌類が生息しているといわれてい
る (Decaëns 2010) 。これらの生物の多くは枯れ枝や
小枝などの木材遺体を分解している。落葉落枝は、ミ
ミズなどの大型土壌動物やダニ、トビムシなどの中型
土壌動物による破砕作用を受けたのち、菌類に分解さ
れて無機物に変化する ( 無機化 ) 。毒性の高い物質に
対する分解作用は、工業的な ( 無生物的な ) 分解より
も、生物を介した場合の方が毒性の低い化合物になる
傾向があるといわれており、生物分解は重要な生態系
サービスである (Pimentel et al. 1997) 。
森林の土壌は落葉落枝などが堆積した有機物層 ( リ
ター層、Litter layer; Ｆ層＝腐葉層、Fermentation 
layer; Ｈ層＝腐植層、Humus layer に分けられる ) 
と、岩石などが風化してできた鉱質土層に二分され、
土壌の垂直構造はトビムシ (Takeda 1987) やミミズ 
(Tsukamoto and Sabang 2006) といった土壌動物の空
間分布様式と密接に関係している。植物群集は落葉落
枝の質や量、供給量の季節的な変動パターンなどを介
して土壌動物相に影響を与える。植物群集が土壌動物
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群集に対して影響を及ぼすメカニズムについては今の
ところよくわかっておらず、植物群集による生息地の
構造的な改変の影響と生産性やストレス等の変化を
介した影響とを分離する必要があるとの指摘がある 
(Decaëns 2010) 。また植物の群集構造によって多様
性だけでなく、植食者、捕食者、分解者などの土壌動
物の機能群の構成も変化する (Hasegawa et al. 2006, 
Eisenhauer et al. 2011a) 。さらには土壌中に生息して
いる動物が植物の根を摂食することで特定の植物が
優占的になることを抑制し、植物群集内の均衡度を
高めるといった地上部への影響も報告されている (De 
Deyn et al. 2003) 。

4. 生物の多様性が炭素循環に与える影響
森林は炭素を吸収し蓄積する吸収源 ( カーボンシン
ク carbon sink) としての機能と、炭素を放出する排
出源 ( カーボンソース carbon source) としての機能を
併せ持つ。炭素吸収能は、純一次生産効率で評価する
ことができる。生態系において有機物を生産する植物
 ( 生産者と呼ばれる ) の多様性と物質循環に関する機
能との関係については多くの研究が行われてきた。陸
域だけでなく、水域なども含めた全生態系を概観する
と、1) 生態系内に含まれる種数が減るほど、生産者の

現存量が減少する、2) 生産者の多様性が増加するに従
って分解速度が増加する、3) 時空間的スケールの増加
に伴い生物多様性の効果が増加する、ことが明らかに
なっている (Cardinale et al. 2011, Table1) 。本章では、
森林生態系において生物の種多様性が炭素循環とどの
ような関係にあるのかについて、炭素の吸収と蓄積、
放出過程にわけてまとめる。

4 － 1. 炭素吸収および蓄積における植物および菌の多
様性の効果
植物は光合成によって二酸化炭素を固定するが、そ
の能力は個々の植物によって異なる。従ってある植林
地の二酸化炭素吸収効率を最大化しようとした場合、
成長速度の速い種を 1 ～ 2 種を選んで植栽することが
最も効率的に思える。このような植物の多様性と炭素
吸収および蓄積 ( 純一次生産量および現存量が指標と
して用いられる ) に関する仮説は、操作実験や測定が
行いやすい草本生態系を中心に検証されてきた。また、
森林は皆伐後、一時的に草地群集になるため、草本生
態系の動態を理解しておくことは土地利用管理の点か
らも極めて重要である。そこで本節では、主として草
地生態系で行われた研究例を先に紹介し、次いで森林
生態系で行われた研究について紹介していく。

Table1　これまでに検証されてきた生物多様性と炭素循環に関する生態系プロセスの関係についての仮説

検証されてきた仮説 支持の有無と強さ

生産者の多様性はどのように生態系の効率と生産力に影響するのか？

すべての種の損失は生産者の現存量を減少させる 強い支持

すべての種の損失は一次生産者による無機栄養を吸収する効率を低下させる 強い支持

すべての種の損失は一次生産速度を減少させる 弱い支持

多様性の影響は空間的にはより広く，時間的にはより長いほど影響が強いのか？

多様性の効果は実験期間が長くなるに従い増加する 強い支持

多様性の効果は空間的スケールが広くなるに従い増加する 支持

一次生産者の多様性はリター分解に影響を及ぼすのか？

一次生産者の多様性が増加するに従い分解速度が増加する 弱い支持

Cardinale et al., 2011 より一部抜粋した。森林以外の生態系 (湖沼、草地など ) も含む。
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草地に関しては概ね植物種数が豊富であるほど炭素
吸収・蓄積の機能が高いという測定結果が得られてい
る (Tilman et al. 1996, Flombaum and Sala 2008) 。パ
タゴニアの草原 ( ステップ ) での測定結果では、植物
種の多様性が高いほど炭素吸収能が高かった ( 地上部
の純一次生産量が増加 ) (Flombaum and Sala 2008) 。
この関係は、植物を植えた操作実験区の間では種多様
性の高い実験区で、実験区と自然植生ではより種多様
性の高い自然植生で、それぞれ炭素吸収能が高かった。
植物の種数が豊富であるとニッチ効果や促進効果とい
った相補性効果が働き、炭素吸収が高まったと考えら
れる。それに加えて実験区を含む人工的な生態系では、
植栽される植物が地域の環境に適応していなかったこ
とや、ニッチ効果が現れるにはある程度長い時間経過
が必要であるといった要因によって、自然生態系より
も生産性が低かった可能性が示唆されている。
限られた植物種を用いた野外での操作実験では、植
物の種数が多いほど植被率や地上部バイオマスが上昇
し相補性効果が示唆されたほか、光合成能力が高い
C4 植物や窒素利用効率が高いマメ科植物を群集に加
える実験によって、無機物を利用する方法の多様性の
重要性も示唆されている (Tilman et al. 1996, 1997) 。
植物種数と炭素吸収・蓄積機能に正の相関が見られる
メカニズムについては、選択効果については不明確で
あるものの相補性効果は概ね支持されている (Hector 
et al. 1999, Loreau and Hector 2001) 。野外実験では
用いられる種数が少ないことや限られた地域での結果
であることといった制限はあるが、種数の多寡それ自
体よりも、植物群集内の機能群の多様性や、種組成の
ほうが炭素吸収・蓄積機能に及ぼす影響が大きいこと
がわかってきた (Hooper and Vitousek 1997, Hector et 
al. 1999, Díaz and Cabido 2001, Petchey and Gaston 
2002) 。
ここまでは地上部バイオマスに着目してきたが、植
物は地下部にも根として炭素を蓄積している。そこで
引き続き草本生態系における植物種の多様性と地下部
の炭素蓄積の関係をみていくことにする。草本群集で
は、地上部現存量の場合と同様に，植物の種多様性は
地下部の有機物量とも正の相関があるといわれている 
(Tilman et al. 2002) 。また，Fornara & Tilman (2008) 
が 12 年間にわたって行った実験では，種多様性その
ものに加え，植物の種構成，特にマメ科の存在が地下
部現存量に影響していることが明らかになった。しか
しながら，植物の多様性の影響の強さは地域によって
異なることが指摘されているだけでなく (Spehn et al. 
2005) 、植物の多様性は根のバイオマスや土壌動物の
密度などに影響していないという報告もあり (Gastine 
et al. 2003) 、必ずしも明確な結論が得られていない。
なお、土壌中の有機物由来の炭素量に対しては、植物
の種数や種構成が関係するとした研究結果があるが 

(Steinbeiss et al. 2008, De Deyn et al. 2009) ，草本群
集から木本群集までを含んだ研究では、リターの CN
比や根の現存量がどの程度あるかの方が地上部の植物
の種数よりも重要であるとした研究結果もある (Zhang 
et al. 2011) 。このように地下部に蓄積された炭素量に
対して植物の多様性がどのような役割を果たしている
かについては明確な結論が得られていない。
このように草本生態系では種組成がすくなくとも地
上部の炭素吸収と蓄積に大きな影響を及ぼすことが示
されつつあるが、森林生態系ではどうだろうか。森林
は他の植生タイプと異なり、バイオマスが地上部に
集中している場合が多い。例えば、地上部現存量が
現存量全体に占める割合をみると、ツンドラでは 13
％、温帯の草原では 21％と低い値をとるが、熱帯林で
は 75-84％、温帯林では 81-85％程度と高い値をとる 
(Jobbágy and Jackson 2000) 。そこで草本生態系と同
様に、地上部現存量、地下部現存量の順に植物の多様
性との関係をみることにする。樹木の種の豊富さと炭
素貯留量との間には、正の相関があると考えられてい
る (Thompson et al. 2009) 。Kale and Roy (2012) は
インド中央部にある混交林など 2 種から 19 種の植物
を含む自然林 29 カ所で木本植物の種多様性と純一次
生産量の関係を調べ、種多様性と純一次生産量の正の
相関を明らかにした。さらにマメ科植物であるアセン
ヤクノキ Acacia catechu を含む優占種 4 種はバイオマ
スの増加量の 65％を占めており、他の成長速度の速い
植物の存在とともに純一次生産量を増加させていた。
このように種組成が純一次生産量を増大させるために
は重要であると筆者らは述べている。また人工林では、
樹種が単一よりも樹種数が多い方が収量や胸高直径が
増加したという報告がある (Erskine et al. 2006, Piotto 
2008, Ruiz-Jaen and Potvin 2011) 。このうち、14 の
研究事例に対してメタ解析を行った Piotto (2008) は、
窒素固定植物による促進効果の影響が重要であること
を指摘している。
このようなサイトレベルの研究からは、森林生態系
においても植物の種多様性と純一次生産量の間に正の
相関関係が報告される一方、複数の地域で反応を比較
した研究からは植物の種多様性と純一次生産量の間の
関係は気温が低い地域では負の相関関係に、ある程度
の高温となる地域では正の関係になることが報告され
ている (Costanza et al. 2007) 。サイトスケールと地
域スケールでは必ずしも同じ結果ではなかったことか
ら、空間スケールの取り扱いには注意が必要である。
植物群集の空間的な変異はたとえ狭いスケールでも影
響が大きいことがあり、パナマの San Lorenzo 国立公
園内の野外調査では、種数だけでなく林内の空間構造
も地上部現存量の増加に影響していた (Ruiz-Jaen and 
Potvin 2010) 。また同じくパナマの森林では、種数の
増加に伴う現存量の増加は人工林では検出されたが、



Biodiversity and carbon storage in forest ecosystems

Bulletin of FFPRI, Vol.12, No.1, 2013

9

原生林では明確ではなかった (Ruiz-Jaen and Potvin 
2011) 。このような森林タイプ間の差は、原生林では
常に種数が余剰にあるため種数による差が検出しにく
いことのほかに、調査が行われた人工林では原生林に
比べて窒素濃度が低かったため窒素固定を行う植物の
多様性の効果が検出されやすかったことも原因であろ
うと指摘されている。また、森林を構成する樹木は種
ごとの現存量の差が著しく (Kirby and Potvin 2007) 、
現存量増加への貢献は樹種による違いが大きいため、
樹木の種多様性を増加させることで得られる効果は
一般化しにくい。そのため、補植による多様性増加 
(enrichment planting) が炭素貯留を増加させる効果に
ついては、必ずしも期待できるわけではないことに留
意すべきである。樹木種絶滅シナリオに基づくシミュ
レーションからも、熱帯の炭素蓄積における種構成の
重要性が示唆されている (Bunker et al. 2005) 。種構
成の効果は、攪乱後に形成された森林でも認められて
いる。Wardle et al (2012) は、植物の種構成と攪乱後
の年数が地上部、地下部のいずれの炭素蓄積量にも影
響を及ぼしていることを示し、攪乱後の時間経過とと
もに、炭素を保持していく特性の強い種が増えたため
にバイオマスも変化したものと説明している。なお彼
らの研究では、種数は地下部および生態系全体の炭素
蓄積量とは正の相関を示したが、地上部現存量とは負
の相関を示した。その要因としては、土壌の肥沃さが
関係しているものとされている。種数と地上部現存量
との間に正の相関が見られない場合の理由としてはこ
のほかにも、相互関係が線形ではなく一山型などの反
応を示すこと ,　植物の炭素吸収能の差異などが考え
られている (Waide et al. 1999, Mittlebach et al. 2001) 。
このように森林生態系では種多様性よりも種組成の方
がより重要である可能性が指摘されつつあるが、研究
例が少ないため結論を出すのは早計と考える。
ここまでは植物の多様性と炭素蓄積の関係をみてき
たが、地下部では、植物と相利関係にある生物の多様
性もまた、植物の地上部現存量に影響を及ぼすと考え
られる。菌根菌やある種のバクテリアは、窒素やリン
といった植物の成長に必須な物質を供給することで植
物バイオマスの増加を促進するが、このような生物は
土壌中で高い種の多様性を示す (Hobbie and Hobbie 
2006, van der Heijden et al. 2008, Yamashita et al. 
2012) 。菌根菌の種多様性の増加に対して、根の現存
量の増加と枝の現存量の減少が同時に起こり全体とし
て現存量は変化しなかったという報告もあるが (Baxter 
and Dighton 2001) 、地下部や地上部の現存量が増
加した例も多く報告されている (van der Heijden et 
al. 1998, Maherali and Klironomos 2007, Wagg et al. 
2011) 。これは菌の種数が増加するにしたがって、効
率的に養分吸収が行われたためと考えられる。全体的
に見ると、菌根菌の多様性が植物の地上部現存量に及

ぼすメカニズムとして、選択効果と相補性効果の両方
が働いていることがわかっている (Wagg et al. 2011) 。
しかし菌類も植物と同様に機能とその程度が種によっ
て異なる上、同一種内でも菌株ごとに養分吸収効率や
菌糸成長量の変異が大きいため、実験に用いた菌株の
種類によって結果が異なる可能性があることに留意し
ておく必要がある (Munkvold et al. 2004) 。
地下部に棲息する生物はそれ自体がある程度炭素貯
留に貢献している。すなわち菌根菌は植物バイオマス
に影響を与えるだけでなく、菌糸体そのものが土壌有
機物として地下部に貯蔵される。植物の根における主
要な菌根菌である AM 菌根菌の菌体量は、土壌中の炭
素量の約 4 － 5％にあたると考えられており (Rilling 
et al. 2001) 、物質循環だけでなく炭素蓄積において
も森林生態系で重要な役割を果たしている (Rilling 
2004) 。土壌中の菌類の多様性が増加するにしたがっ
て、土壌有機物の分解速度は増加し、菌糸体量も増加
することが実験的に示されている (Setälä and McLean 
2004) 。

4 － 2. 炭素放出における生物多様性の役割
湿潤な環境下にある十分に林齢の高い森林で蓄積さ
れた有機物が 95％分解されるまでに要する時間は、熱
帯多雨林では 6 年から 30 年、温帯照葉樹林では 33 年
から 95 年、温帯落葉広葉樹林では 50 ～ 150 年、そし
て亜寒帯常緑針葉樹林では 100 年から 300 年程度とさ
れる ( 依田 1971) 。枯死有機物はミミズやダニ、昆虫
といった土壌動物による破砕作用を受けたのち、菌類
やバクテリアにより更に無機物にまで分解される ( 菱 
2012) 。この生物による分解過程を腐食連鎖系と呼ぶ。
粗大枯死材は腐朽材食性昆虫などが一部を破砕し、主
に木材腐朽菌が分解を担う。木本植物の体はセルロー
ス、ヘミセルロース、リグニンといった難分解性の物
質で構成されている。セルロースとヘミセルロースは
多糖類の重合体、リグニンはフェノール化合物の重合
体であり、これらは菌類やバクテリアによって分解さ
れる。そのため腐食連鎖系において菌類やバクテリア
は主要な役割を担っているといえる。森林生態系にお
いては、一次生産物の 90％近くは植食者などに利用さ
れることなく、腐食連鎖系へ直接加わるため (Cebrian 
1999) 、分解者の機能を理解しておくことは炭素放出
の過程を理解するうえで重要である。
分解系における生物多様性と炭素放出の関係は、炭
素蓄積の場合と比べ、より複雑である。そこで枯死有
機物の多様性、分解者である動物と菌類の多様性、生
きた植物の多様性 ( 分解に関わる土壌中の化学物質を
利用したり排出したりする ) に分けて概説する。リタ
ーに含まれる枯死有機物、とくに植物遺体の種の多様
性と分解速度の間には、明確な定量的関係が検出され
ていない (Naeem et al. 1994, 1995, Wardle et al. 1997, 
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Mikola and Setälä 1998, Hector et al. 2000, Spehn et 
al. 2005, Srivastava et al. 2009) 。これは地域による
気温などの気象条件や分解者群集の違い、植物種間
での化学成分の違いなどの生物的・非生物的な多数
の要因が複雑に関わるためと推測される (Madritch 
and Cardinale 2007) 。たとえばヤスデやミミズなど
摂食量の大きい生物が生態系内にいる／いないが、直
接的にあるいは菌類を通して間接的に分解速度に大
きな影響を与える (Hättenschwiler and Gasser 2005, 
Hättenschwiler et al. 2005) 。また、基質である有機物
の多様性に対して分解者群集は 4 ～ 6 年遅れて反応す
ることも、影響の検出を困難にしていると考えられる 
(Eisenhauer et al. 2011b) 。
分解者の多様性については腐朽菌類の多様性が増加
するに従って、分解速度も増加する例 (Dobranic and 
Zak 1999, Setälä and McLean 2004) 、分解速度は減少
する例 (Fukami et al. 2010) 、変化しない例 (Dang et 
al. 2005) がそれぞれ知られている。それぞれの結果に
ついては実験手法、群集の種組成、初期に定着する菌
の種類など様々な要因が考えられるが、種数が増加す
るに従って相補性効果という正の影響だけでなく、生
物間の競争による負の影響も顕在化すると考えられる 
(Hättenscmiler et al. 2005, Casula et al. 2006, Fukami 
et al. 2010) 。土壌動物でも種の多様性が増加するにし
たがって分解速度が増加することもあれば、そのよう
な関係が認められないこともあり、菌類と同様の要因
が関わると考えられる (Heneghan et al. 1999, Irmler 
2000) 。土壌動物は分解に対して重要な役割を果たし
ているが、リターの質の違い、微生物との相互関係や
温度の影響を強く受けることから分解速度の違いを土
壌動物の多様性だけで説明することは難しいだろう 
(Gartner and Cardon 2004, Wall et al. 2008, Powers et 
al. 2009) 。
生態系内の生きた植物の多様性が有機物の分解に及
ぼす影響も明確ではない (Naeem et al. 1994, Hector et 
al. 2000, Spehn et al. 2005, Scherer-Lorenzen 2008) 。
植物の多様性に対して土壌動物は単純な反応は示さな
いようである。このことは土壌生態系では広食性の種
や雑食性の種が極めて多いことや、間接的な生物間相
互作用が卓越しているために、多様性の効果が表れに
くいためと考えられている (Setälä 2002, Milcu et al. 
2006) 。一方で、植物の多様性は植物の生産量の増加
を介して土壌中の微生物による分解活動を活性化させ
ることが報告されている (Zak et al. 2003) 。植物バイ
オマスが増加するに従い、土壌水分や pH が変化する
ことで微生物相が変化するというメカニズムが検討さ
れたものの明確には支持されず、リター供給量が増え
ることが主たる要因と考えられた (Zak et al. 2003)。
アマゾンで行われた研究では、リター分解がリターを

供給する樹木の長期的な生存期間によって左右されて
おり、ある特定の樹木が長期間にわたってリターを供
給することで、特定の形質をもったリターに適した分
解者群集になるような選択圧をかけているとみなされ
ている (Barantal et al. 2011) 。このことから、分解プ
ロセスへの影響でも長期的な効果を検討する必要性が
ある事を示している。
生物分解は、最終的に炭素を大気中に放出する過程
である。実験環境下では土壌中の菌の多様性は 10 種
前後が閾値となって、二酸化炭素放出量を増加から
安定へと変化させるらしい (Setälä and McLean 2004, 
Nielsen et al. 2011) 。土壌中の生物多様性はこれよ
りも極めて高いが、分解における種組成の重要性が
明らかになっているように (Gießelmann et al. 2010, 
Barantal et al. 2011) 、野外では炭素循環において重
要な働きをする種が消失するような種構成の変化が、
炭素循環に大きな影響を与えるだろう (Allison and 
Martiny 2008, Parker 2010, Nielsen et al. 2011) 。

5. 生物多様性と炭素蓄積のモニタリングと今後の展望
ここまで生物多様性が炭素蓄積とどのような関係に
あるかについてみてきたが、林分や地域といった比較
的小さな空間スケールにおいては、炭素蓄積に対して、
種の多様性だけでなく種構成や生物以外の要因も関係
していることがわかってきた。空間スケールを全球レ
ベルまで広げると、純一次生産効率はアマゾン、アフ
リカ中央部、東南アジア島嶼部を中心とした熱帯林で
高い (Melillo et al. 1993, Huston and Wolverton 2009, 
Beer et al. 2010) 。熱帯林は呼吸や分解による炭素の
放出量も大きく、生物多様性も炭素貯留機能も高い
森林といえる (Lal 2005, Strassburg et al. 2010, Malhi 
2012) 。熱帯林の急激な減少に対しては、様々な対策
が考案されてきた (Achard et al. 2002, Niesten et al. 
2002, Santilli et al. 2005 など ) 。炭素貯留の観点から
は、開発途上国の森林減少や劣化による温室効果ガス
の排出削減への取り組みを経済的に支援する REDD 
(Reducing Emissions from Deforestation and forest 
Degradation) プログラムがあるが ( 松本 2010, 百村・
横田 2010) 、現在このプログラムは REDD+として拡
張されている。REDD+ とは森林減少・劣化の抑制に
「森林保全、持続可能な森林経営および森林炭素蓄積
の増加」が加えられたもので、生物多様性を含む環境
や社会・経済への悪影響の予防と望ましい影響を増大
させるための政策・施策 ( セーフガード ) を促進・支
援することを目的とする (UNEP 2012) 。国連環境計
画－世界自然保護モニタリングセンターは 2010 年の
国連気候変動枠組条約の COP16 (カンクン会議 ) での
合意をうけて , 2011 年 5月に生物多様性保護条項実施
に向けたガイドラインを策定した。そのガイドライン
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の付属書「REDD+ イニシアチブにおける生物多様性
セーフガードを適用するための実務ガイドライン」に
は、天然林と生物多様性の保護に合致した行為が必要
であり、この行為は社会や環境の便益を高めるもので
なければならないことが明記されている (Epple et al. 
2011) 。またこれらの行為は天然林の転換に関わるも
のではないこと、天然林とその生態系サービスの保全
および保護にインセンティブを与えるものでなければ
ならない事も記されている。この付属書では、 REDD+
プロジェクトの実施による生物多様性へのインパクト
についてモニタリングを行い、解析していく必要が指
摘されている (Epple et al. 2011) 。
ここに掲げられたような生物多様性と炭素蓄積を同
時に管理する仕組みが効果的に働いているのかを検
証していくためには、様々な時空間スケールでのモニ
タリングが必要である。森林生態系の炭素蓄積量の
推定には主に地上部現存量が指標として用いられ、計
測には様々な手法が提案されているが、REDD ＋を
実施する対象国の実情に合わせた手法選択が求めら
れる (Kiyono et al. 2011) 。一方生物多様性の把握に
ついても、様々な指標が開発されてきた ( 岡部・小
川 2011) 。森林面積が示す生息地の規模の推移 (2010 
Biodiversity Indicators Partnership 2010) や遷移段階、
森林タイプ、分断化や自然攪乱 (Rametsteiner 2005) 、
絶滅危惧種や侵入種 (Capistrano et al. 2005) などが
主な指標として用いられてきた (Table2；Thompson 
et al. 2009, Gardner 2010, 岡部・小川 2011) 。また
種や種数のモニタリング結果を用いて生物多様性を
評価するための指数として、Living Planet Index や
Biodiversity Intactness Index, Red List Index などが開
発された ( 岡部・小川 2011) 。現状では、ある森林の
炭素蓄積量の把握には地上部現存量、生物多様性の把
握には種数という異なるモニタリングが行われる。し
かしこれらと森林状態の指標 (例えば面積や林齢など ) 
の間に相関関係が明らかになれば、両者を効率的に把
握することができるだろう。そのためには、管理の対
象となる地域で互いに共通する指標を探索することが
必要だが、共通の手法を用いることでコストを削減で
きる可能性がある。例えば LiDAR は森林の 3 次元構
造を把握できることから既に炭素蓄積量の推定に用い
られているが、LiDAR により林冠構造を指標化する
ことで、鳥類群集 (Müller et al. 2010) 、クモ類群集 
(Vierling et al. 2011) 、鞘翅目昆虫群集 (Müller and 
Brandl 2009) の空間分布モデルの作成が可能になりつ
つある。共通指標の作成には、研究者間でデータの共
有化などを進めるための体制の整備が必要であろう。
今後は生物多様性保全と炭素貯留の両者にとって好
適な森林管理をめざし、両者間のトレードオフなどを
含む研究が必要である (Paoli et al. 2010) 。生物多様性

は微小な生息空間、林分、ランドスケープレベルから
全球レベルまで様々なスケールで解析が可能になって
きた (ターナーら 2001) 。しかし生物多様性と生態系
サービスとの関係は常に一定なものではなく、時空間
スケールによって異なる可能性がある。例えば、炭素
蓄積サービスと生物多様性の空間分布では、森林保護
区域内外といった局所的なスケールでは一致し (Imai 
et al. 2009) 、南アフリカ共和国全域といった広域ス
ケールでは一致しない例 (Egoha et al. 2009) が報告さ
れている。また生物多様性保全と炭素蓄積サービスに
ついては、森林の重要性が時間的スケールで異なるか
もしれない。すなわち生物多様性保全の観点からは老
齢林保全の優先度が高いが、二酸化炭素吸収量からみ
ると若齢林が重要と考えられてきた ( 例えば Gower 
et al. 1996, Binkley et al. 2002)。 しかし老齢林でも
撹乱により炭素吸収と呼吸量が平衡に達しない可能
性が指摘されるようになり (Luyssaert et al. 2008) 、
今のところ議論が定まっていない。森林管理や国家戦
略などの開発には、最適な時空間スケールで両者を
評価することが重要であることから (Anderson et al. 
2009, Guariguata and Balbanera 2009) 、これからも
基礎的な知見を積み重ねる必要がある。
生物多様性保全は森林生態系の持続性を保証するだ
けでなく、様々なサービスを減少させることなく持続
的に維持する有効な森林管理手法であると認識されつ
つある (Foley et al. 2005, Chan et al. 2006, Nelson et 
al. 2009) 。これまで森林における生物多様性と炭素貯
留の減少は熱帯地域における問題とされることが多か
ったが (Bradshow et al. 2009a) 、北方林でも急速に森
林面積が減少している現状から、炭素貯留量と生物多
様性の両者を維持するための森林管理が全球的に必要
性である (Bradshow et al. 2009b) 。本総説では、生物
多様性の喪失は生態系プロセスを変化させ様々なサー
ビスを劣化、消失させる可能性があることから、生物
多様性保全はセーフガードであるとの観点で森林生態
系を保全していく重要性を明らかにした。炭素蓄積と
生物多様性によって有効な森林管理を進めるためには、
両者の量的評価とこれに基づく順応的管理が不可欠で
ある。さらに近年の理論研究によって、特定のタイプ
の生物間相互作用が失われると生態系が不安定になる
可能性が示唆されている (Mougi and Kondoh 2012) こ
とから、今後は種の多様性だけでなく、生物がもつ機
能や生物間相互作用の多様性にも注目して森林管理を
進めることも必要となる可能性がある。リモートセン
シングなどによる広域で精度の高い生物多様性の評価
手法の開発、土地利用や気候の変化から将来の生態系
サービスを予測するためのモデル開発、そしてそれを
可能とするための生態系サービスの評価手法などの研
究および技術開発が今後益々必要となるであろう。
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Table2　生物多様性のモニタリングと指標

項目 見出し

の指標

指標 森林との

関係性 * 
2010年目標 (2010 Biodiversity Indicators Partnership 2010) 

1.1 特定の生物群系、生態系および生息地の規模の推移
1.1.1 森林面積と森林タイプの広がり ◎
1.1.2 生息地の広がり ○

1.2.種の豊富さと種の分布の傾向
1.2.1 生きている地球指数 ○
1.2.2 全球の鳥類指数 ○

1.3 保護区の面積
1.3.1 保護区の面積 ○
1.3.2 生物多様性の重ね合わせ ○
1.3.3 管理の影響 ○

1.4 絶滅危惧種の状態の変化
1.4.1 絶滅危惧種指数と 標本の絶滅危惧種指数 ○

1.5 遺伝的多様性の変化
1.5.1自生地の情報の収集 ○

2.1持続的利用の面積
2.1.1 森林の持続的利用の面積 : 認証 ◎
2.1.2 森林の持続的利用の面積 : 劣化と伐採 ◎

3.1 炭素固定
3.1.1 炭素固定 ◎

4.3 生態系の分断化と結合
4.3.1 森林の分断化 ◎

ミレニアム生態系アセスメント (Capistrasno et al., 2005) 
絶滅危惧種 ○
侵入種 ○
環境変動に素早く反応する種 ○
管理下に置かれていない略奪や乱獲の恐れのある経済的に重要な種 ○
生態系サービスを阻害する種 ○
フラッグシップ種 ○
生態系サービスを生み出す際の要素となる種の特徴を機能でまとめた種

のグループ

○

特定の生態系と結び付きにある種のデータ、生態系あたりの絶滅危惧種

の数

○

土地利用の変化、とくに変化の激しい生態系での状態 ○
　 　 保護区の識別と面積 ○
森林認証のためのMCPFEの指標 (Rametsteiner, 2005)

森林面積、樹木の種数や森林タイプによる分類 ◎
同齢林もしくは異例林の更新面積、更新タイプによる分類 ◎
森林面積、原生林か、半自然林か、人工林かによる分類 ◎
導入種が優占する森林の面積 ◎
立ち枯れ木と倒木の体積、森林タイプによる分類 ◎
樹木の遺伝子資源の保護と利用のための管理面積、種子生産のための管

理面積

◎

森林の被覆の景観レベルでのパターン ◎
森林の絶滅危惧種の数、森林の種の合計種数と連結し、IUCNのレッド
リストのカテゴリーに従って分類

◎

　 　 生物多様性保全、景観と自然の要素のために保護した森林の面積、

MCPEEの保護カテゴリーに従う
◎

*) ◎ :非常に関係のある、○ :ある
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Abstract
To investigate the landslide induced after the 2008 Iwate-Miyagi Nairiku Earthquake, we compared 

aerial photographs taken immediately and 3 months after the earthquake respectively, of a portion of the 
Iwai River Area and the Ichihasama River Area. We then interpreted the distribution of new landslides 
and the extension of existing landslides after the earthquake. Topographical characteristics  (i.e. slope 
inclination) and the geology within which the new landslides occurred after the earthquake were analyzed 
using GIS. The area of landslide deemed to have been induced by the earthquake due to seismic shading 
comprised 3.7km2 of the Ichihasama River Area, while the figure in the Iwai River Area was 0.85km2. 
However, when the extent of extension of existing landslides and new landslides having occurred within 
3 months of the earthquake was calculated as a percentage of the overall landslide area in each analytical 
section, the Ichihasama River Area comprised 12.3%, and the Iwai River Area 13.7%. In the Iwai River 
Area, the new landslides comprised an area percentage exceeding 30% in terms of the extent of extension 
of existing landslides and new landslides having occurred within 3 months of the earthquake. Conversely, 
in the InIchihasama River Area, the area percentage of new landslides was 16%. In the Iwai River Area, 
the occurrence of new landslides 3 months after the earthquake tended to occur on middle-late Miocene 
marine sediments and on slopes with gradient exceeding 25-35 degrees. In the Ichihasama River Area, 
the occurrence of landslides immediately after the earthquake was focused on the late-Pliocene – early- 
Pleistocene welded tuff and the subordinate late-Miocene – early-Pliocene lacustrine. However, the 
occurrence of new landslides 3 months after the earthquake tended to occur on Tertiary andesite lava zone 
and slopes of gradient exceeding 35 degrees. On the slope where the new landslides occurred, the presence 
of cracks was also confirmed by the field survey. Therefore, it was suggested that the occurrence of these 
cracks triggered the occurrence of new landslides after the earthquake.

Key words : 2008 Iwate-Miyagi Nairiku Earthquake, landslide, new landslide after the earthquake, geology, 
slope inclination
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Topographical and geological characteristics of the landslide
induced after the 2008 Iwate-Miyagi Nairiku Earthquake

Wataru MURAKAMI1)*, Hiromu DAIMARU1) and Fumitoshi Esaka2)

要 旨
　2008 年岩手・宮城内陸地震で斜面崩壊が発生した磐井川流域および一迫川流域を対象とし、地
震直後および 3 ヶ月後の航空写真画像から地震後に発生した崩壊 ( 地震時の崩壊の拡大、及び新
たな崩壊：新規崩壊 ) の発生の有無を判読し、このうち、新規崩壊発生斜面の地形・地質的特性を
GIS を用いて検討した。地震直後の崩壊面積は一迫川流域が約 3.7km2 と磐井川流域の 0.85km2 と
比べ大きい。しかし、地震後 3 か月間に発生した崩壊を各流域の全崩壊面積に対する発生面積率で
みると、磐井川流域で 13.7％、一迫川流域で 12.3％と磐井川流域が大きかった。地震後に発生した
崩壊のうち、崩壊地の拡大ではない新規崩壊の発生は、磐井川流域では 30％以上を占めるのに対し、
一迫川流域では 16％となり流域ごとに違いがみられた。新規崩壊の発生斜面は磐井川流域では第
三紀中新世中期～後期の海成層の斜面で発生する傾向があり、傾斜は 25~35 度以上であった。一迫
川流域では地震直後の崩壊地は第三紀鮮新世後期～第四紀更新世前期の溶結凝灰岩およびその下層
の第三紀中新世後期～鮮新世前期の湖成層からなる斜面に集中していたが、新規崩壊は第三紀安山
岩地域の斜面で多く発生する傾向があり、傾斜は 35 度以上であった。両調査流域とも新規崩壊が
発生した斜面では、亀裂の存在が現地調査から確認され、これらの亀裂が弱線 ( 面 ) となって崩壊
を発生させたことが判断された。

キーワード：2008 年岩手・宮城内陸地震，崩壊、新規崩壊、地質、傾斜
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か月間に崩壊が発生した斜面の地形・地質的な相違に
ついて報告する。加えて、これまでの調査結果をもと
に、今後の降雨で崩壊の危険性が高い斜面を抽出した
結果についても報告する。

1．はじめに
地震は森林斜面の安定に影響を与えていることが指
摘されている。地震時の振動が直接的に崩壊を発生さ
せる (横山・菊山 1997) ことに加えて、地震によって
発生した崩壊がその後の降雨により拡大することや、
新たな崩壊が発生していることが、1995 年に発生し
た阪神淡路大震災後の六甲の花崗岩山地における調査
で報告されている (田結庄・藤田 1996) 。これまでに、
地震後の降雨により 2 次的に発生している崩壊につい
ては、従来、降雨時には崩壊が発生しにくいと考えら
れている凸型斜面や急傾斜の場所であること ( 沖村ら 
1998) 、地震前に比べ、少ない降水量で崩壊が発生し
ていること (富田ら 1996) 、そのような斜面では地震
による振動によって亀裂が発生するなどし、不安定化
が進行していること (平松ら 1999) などが報告されて
いる。近年、温暖化にともなう豪雨頻度の増加が予測
されており、豪雨による斜面崩壊の危険性の増加が危
惧される (小俣 2005, 古賀 2007) 中、地震時に強い振
動を受けた森林斜面において、地震後に豪雨によって
崩壊が発生する箇所を予測することは、防災の面から、
強く社会から求められている。
これまでの報告では、地震後の降雨により崩壊が発
生する場所や形態は地形・地質条件により異なること
も指摘されている。山越ら (2009) は阪神大震災後の
六甲の花崗岩山地と中越地震後の第三紀の堆積岩類で
構成された山地で発生した崩壊の特徴に違いがあるこ
とを報告している。また、宮崎ら (2005) は 2000 年に
発生した新島・神津島近海地震後、地盤が緩むことに
より地震以前には崩壊に至らなかった降雨量でも崩壊
が発生していること、崩壊箇所には地形・地質条件に
違いが認められることを指摘している。このように、
地震による振動で森林斜面が不安定化し、その後の降
雨で崩壊に至る可能性が高い森林斜面は、地質・地形
条件によって分布が大きく異なることが考えられる。

2008 年 6 月 14 日に発生した岩手宮城内陸地震 
(M7.2) により、岩手県南部から宮城県北部の広い範囲
に斜面崩壊が発生した。筆者らは地震発生直後より岩
手、宮城両県の斜面崩壊発生地の現地調査を行う機会
を得た。また、地震発生直後と発生から 3 ヶ月経過し
た 9 月に撮影された空中写真を入手し、崩壊地を判読
した。その結果、地震時に発生した斜面崩壊が拡大し
ていることに加え、多数の崩壊が新たに発生している
ことを確認した (村上ら 2010) 。
本研究は岩手宮城内陸地震により崩壊が発生した地
域において、地震後の降雨によって 2 次的な崩壊が
発生する危険が高い場所を、これまでに地震後の降雨
によって崩壊が発生した森林斜面の地質、および傾斜
といった地形的特徴から予測することを目的としてい
る。本稿では、岩手県一関市の磐井川流域と宮城県栗
原市の一迫川流域を対象とし、地震直後及び地震後３
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Fig. 2 岩手県一関市槻木平地区の地震直後の崩壊の分布と３か月後の崩壊の拡大お

よび新規崩壊の発生。空中写真 (オルソ画像）は 2008年 6月 14日の地震直後および
3か月後の 2008年 9月に林野庁により撮影された。等高線図は 1/2.5万地形図「高檜
能山」を使用した。等高線間隔は 10m。 
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Fig. 2　岩手県一関市槻木平地区の地震直後の崩壊の分布と３か
月後の崩壊の拡大および新規崩壊の発生。空中写真 (オ
ルソ画像）は 2008年 6月 14日の地震直後および 3か月
後の 2008年 9月に林野庁により撮影された。等高線図
は 1/2.5万地形図「高檜能山」を使用した。等高線間隔
は 10m。

Fig. 2　Distribution of the landslides immediately after the earthquake, 
and the extension of landslides and the occurrence of 
new landslides within three months of the earthquake in 
Tsukinokidaira Area, Ichinoseki City, Iwate Prefecture. These 
aerophotographs  (ortho images) were taken of a picture by the 
Forestry Agency in June  (immediately after the earthquake) and 
September  (during three months after the earthquake). We use 
the 1/25000 topographical map  (unit 10m) ‘Takahinoyama’ by 
Geospatial Information Authority of Japan.
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Fig. 1 調査対象地域。画像は 2008年 7月 2日に撮影された ALOS衛星画像。 
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Fig. 1　調査対象地域。画像は 2008年 7月 2日に撮影された ALOS衛星画像。
Fig. 1　Study area. The image is a satellite image  (ALOS) taken a picture of on July 2, 2008.
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Fig. 3 岩手県磐井川流域の崩壊地の分布。等高線図は 1/2.5万地形図「真湯温泉」
「高檜能山」「栗駒山」「本寺」を使用した。 
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Fig. 3　岩手県磐井川流域の崩壊地の分布。等高線図は 1/2.5万地形図「真湯温泉」「高檜能山」「栗駒山」
「本寺」を使用した。

Fig. 3　Distribution of the landslides in the Iwai River Area. We use the 1/25000 topographical maps ‘Shinyuonsen’ , 
‘Takahinoyama’ , ‘kurikomayama’ and ‘Hondera’ by Geospatial Information Authority of Japan.
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Fig. 4 岩手県磐井川流域の地質分布と崩壊地の関係。地質図は 1/10万栗駒地熱地域地質図 
(栗駒地熱地質編集グループ、1986）を基に作成した。地質凡例は次の通り。R2g：沖積層 (上
位段丘堆積物）、PMｗ：第三紀中新世後期~鮮新世前期溶結凝灰岩、Tal：第三紀安山岩 (溶
岩）及び貫入岩類など、M1t：第三紀中新世後期海成層 (シルト岩・砂岩・凝灰岩）、M1a：
第三紀中新世後期海成層 (酸性細粒~火山礫凝灰岩）、M2l：第三紀中新世中期海成層 (シルト
岩）、M2m：第三紀中新世中期海成層 (中性~塩基性細粒~火山礫凝灰岩） 
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Fig. 4　岩手県磐井川流域の地質分布と崩壊地の関係。地質図は 1/10万栗駒地熱地域地質図 (栗駒地熱地
質編集グループ、1986）を基に作成した。地質凡例は次の通り。R2g：沖積層 (上位段丘堆積物）、
PMｗ：第三紀中新世後期 ~鮮新世前期溶結凝灰岩、Tal：第三紀安山岩 (溶岩）及び貫入岩類など、
M1t：第三紀中新世後期海成層 (シルト岩・砂岩・凝灰岩）、M1a：第三紀中新世後期海成層 (酸
性細粒 ~火山礫凝灰岩）、M2l：第三紀中新世中期海成層 (シルト岩）、M2m：第三紀中新世中期
海成層 (中性 ~塩基性細粒 ~火山礫凝灰岩）

Fig. 4　Geology in the Iwai River Area. This geological map was made based on the Geological map of 
Kurikoma geothermal area by Research group for the geological map of Kurikoma Geothermal 
Area  (1986). Legends are as follows; R2g: Recent upper terrace sediments, PMw: Late Miocene- 
early Pliocene welded tuff, Tal: Tertiary andesite lava and intrusive rocks and so on, M1t: Late 
Miocene Marine sediments  (Siltstone or Sandstone, Tuff), M1a: Late Miocene Marine sediments  
(Silicic Fine to Lapilli-tuff), M2l: Middle Miocene Marine sediments  (Siltstone), M2m:  Middle 
Miocene Marine sediments  (Intermediate to mafic Fine- to Lapilli-tuff)
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Fig. 5宮城県一迫川流域の崩壊地の分布。等高線図は 1/2.5万地形図「桂沢」「栗駒山」
「軍沢」「切留」「花山湖」を使用した。 
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Fig. 5　宮城県一迫川流域の崩壊地の分布。等高線図は 1/2.5万地形図「桂沢」「栗駒山」「軍沢」
「切留」「花山湖」を使用した。

Fig. 5　Distribution of the landslides in the Ichihasama River Area. We use the 1/25000 
topographical maps ‘Katsurazawa’ , ‘Kurikomayama’ , ‘Ikusazawa’ , ‘Kiridome’  and 
‘Hanayamako’ by Geospatial Information Authority of Japan.
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Fig. 6宮城県一迫川流域の地質分布と崩壊地の関係。地質図は 1/10万栗駒地熱地域地質図 
(栗駒地熱地質編集グループ、1986）を基に作成した。地質凡例は次の通り R1g：沖積層 (下
位段丘堆積物）、Qal：第四紀安山岩 (溶岩）PPｗ：第三紀鮮新世後期~第四紀更新世前期溶
結凝灰岩 (北川溶結凝灰岩）、Tal：第三紀安山岩 (溶岩）及び貫入岩類など、PM：第三紀
中新世後期~鮮新世前期湖成層、M2p：第三紀中新世中期海成層 (軽石凝灰岩）、Trl：第三
紀流紋岩 (溶岩）、Gr：先第三紀花崗岩類 
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Fig. 6　宮城県一迫川流域の地質分布と崩壊地の関係。地質図は 1/10万栗駒地熱
地域地質図 (栗駒地熱地質編集グループ、1986）を基に作成した。地質凡
例は次の通り R1g：沖積層 (下位段丘堆積物）、Qal：第四紀安山岩 (溶岩）
PPｗ：第三紀鮮新世後期~第四紀更新世前期溶結凝灰岩 (北川溶結凝灰岩）、
Tal：第三紀安山岩 (溶岩）及び貫入岩類など、PM：第三紀中新世後期 ~
鮮新世前期湖成層、M2p：第三紀中新世中期海成層 (軽石凝灰岩）、Trl：
第三紀流紋岩 (溶岩）、Gr：先第三紀花崗岩類

Fig. 6　Geology in the Ichihasama River Area. This geological map was made 
based on the Geological map of Kurikoma geothermal area by Research 
group for the geological map of Kurikoma Geothermal Area  (1986). 
Legends are as follows; R1g: Recent Alluvium Lower terrace sediments, 
Qal: Quaternary andesite lava, PPw: Late Pliocene- early Pleistocene 
welded tuff  (Kitagawa welded tuff), Tal: Tertiary andesite lava and 
intrusive rocks and so on, PM: Late Miocene- early Pliocene Lacustrine 
sediments, M2p: Middle Miocene Marine sediments  (Pumice tuff), Trl: 
Tertiary rhyolite lava, Gr: Pre-Tertiary Granitic 
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2．調査地の概要
本研究の調査対象地域は岩手県一関市市野々原から
祭畤にかけての磐井川流域と宮城県栗原市花山の一迫
川流域である (Fig. 1) 。調査地ではFig. 2に示すように、
地震後 3ヶ月が経過した時点で地震直後に発生した崩
壊地の拡大、あるいは新たな崩壊の発生 ( 以降、新規
崩壊とし、崩壊地の拡大とは区別する ) が認められる。
震源は磐井川流域内に位置する (Fig. 3) 。1/10万栗駒
地熱地質図 (栗駒地熱地質編集グループ 1986) および
これまでの現地調査から、磐井川流域の地質は主に第
三紀中新世中期～後期の砂岩、シルト岩、凝灰岩など
からなる海成層 M1t、M1a、M2l、M2m、M2b で構
成されており、その上位層として第三紀安山岩溶岩及
び貫入岩類などからなる Tal が分布する (Fig. 4) 。磐
井川流域の調査対象範囲で最も大きい崩壊は、市野々
原地区の磐井川右岸で発生した地すべり性の崩壊であ
る (Fig. 3) 。それより上流側では、規模は小さいもの
の多くの崩壊が発生している。一迫川流域は震源地か
らおよそ 20km 離れているが、後述する通り、震源地
周辺よりも崩壊の発生が顕著であり、温湯温泉より上
流側で発生面積が大きい ( Fig. 5) 。対象範囲には北村 
(1986) が北川溶結凝灰岩とした第三紀鮮新世後期～
第四紀更新世前期の溶結凝灰岩 PPw が広く分布する 
(Fig. 6) 。また、Fig. 6 に示す地質図では第三紀中新
世後期～鮮新世前期の湖成層 PM が一迫川沿いに分布
するように示されているが、その層は北村 (1986) が
小野松沢層としたカルデラ内に堆積した湖成堆積物の
層であり、調査地域においては PPw の下位に広く分
布する。一迫川下流域では、第三紀の安山岩溶岩及び
貫入岩類などからなる Tal、あるいは先第三紀の花崗
岩 Gr が分布する。上流域では PPw の上層となる第四
紀の安山岩溶岩 Qalが分布する (Fig. 6) 。
　

3．研究方法
写真画像の判読は、対象とする 2 流域のうち、地
震直後の 2008 年 6 月末と地震から 3 ヶ月が経過し
た 2008 年 9 月の 2 時期のオルソ画像 ( ともに東北森
林管理局撮影 ) の撮影範囲とした (Fig. 1) 。解析範
囲の面積は磐井川流域が約 22km2、一迫川流域が約
57km2 である。それぞれの画像より崩壊地を判読し、
ArcGIS9.3 を使用して判読結果を重ね、地震後の崩壊
地の拡大、および新規崩壊の発生箇所について、それ
ぞれの面積を算出した。
新規崩壊の発生箇所の地形・地質的な特徴は、以
下の方法で地質および傾斜ごとの崩壊の発生率を算
出した (Fig. 7) 。まず、10m 間隔の格子点を重ね合
わせ、各点の地質と傾斜を読み取った。各点は 10×
10m の方形の中心 ( 代表点 ) であり、読み取った点数
に 100m2を掛けると新規崩壊地及び地質・傾斜ごとの

面積となる。傾斜は北海道地図 (株 ) 作成の 10mメッ
シュ標高データ (GISMAP Terrain) を使用して算出し、
5 度ごとに階層化した。地質は 1/10 万栗駒地熱地質図 
( 栗駒地熱地質編集グループ 1986) の区分を基に分類
した。なお、地質図上では一迫川の流路沿いにのみの
分布となっている PM については、前述のとおり、こ
の層の上位に PPw が堆積し、キャップロック状の構
造となっていることが北村 (1986) などの報告で知ら
れている。また、後述するが、この地質構造が地震時
の崩壊の発生に影響を与えていることが指摘されてい
る。このことから、PPw と PM については、一つのユ
ニットとして取り扱った。解析範囲全体の地質と傾斜
クラスの組み合わせで定義されるそれぞれのグループ
において、

 
新規崩壊の　　　　地質・傾斜クラス内の新規崩壊の点数（面積）
発生（面積）率＝　解体範囲全体の地質・傾斜クラスの点数（面積）

×100

として算出した。さらに算出された新規崩壊の発生
率の高い斜面の実際の状況を明らかにするために、現
地調査を行った。 24 
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Fig. 7 解析 (集計）方法。ArcGIS 9.3を使用し、解析範囲に 10m間隔の格
子点を重ね合わせ、各点ごとの崩壊の有無と地質・傾斜情報を集計した。  

 

段組み幅 

Fig. 7　解析 (集計）方法。ArcGIS 9.3を使用し、解析範囲に
10m間隔の格子点を重ね合わせ、各点ごとの崩壊の有無
と地質・傾斜情報を集計した。

Fig. 7　Analysis method. We overlapped the lattice points at 10m 
intervals by using ArcGIS9.3 within the analysis area, and totaled 
the distribution of the landslide and geology/ slope inclination 
information of each point.
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4．結果
地震が発生した 6 月 14 日以降、8 月 31 日までの降
雨状況を Fig. 8に示す。磐井川流域 (AMeDAS臨時観
測地点「厳美」) では 7 月 11 日と 12 日に時間最大降
水量 25mm と 32mm を観測した。日降水量は 8 月 24
日に 84.5mm ( 時間最大降水量 8mm) を観測した。一
迫川流域 (AMeDAS 臨時観測地点「栗駒深山」) では
8 月 19 日に時間最大降水量 21mm を観測し、日降水
量は 8 月 24 日の 115mm ( 時間最大降水雨量 10mm) 
が最大であった。これらの降水量は過去 10 年間の降
雨記録から、時間最大降雨水量、日降水量それぞれ、
年に 1度程度の確率降雨であった。

2 流域の対象とした範囲における地震時に発生した
崩壊面積は一迫川流域が約 3.7km2 ( 解析範囲面積に
対する発生率：6.5％ ) 、磐井川流域が 0.85km2 ( 同：
3.8％ ) と一迫川流域が多い (Fig. 9 左側の棒グラフ ) 。
しかし、3 ヶ月経過した時点での崩壊地の拡大あるい
は新規崩壊の発生は、発生面積では一迫川流域の方が
大きいが、各解析範囲内で発生した全崩壊面積に対す
る発生率でみると、磐井川流域で 13.7％、一迫川流域
で 12.3％となり、磐井川流域の方が地震後の崩壊発生
率が高い傾向にあった。さらに、地震後に発生した崩
壊を地震時に発生した崩壊の拡大と新規崩壊の発生面
積率でみると (Fig. 9 右側の円グラフ ) 、磐井川流域で
は地震時に発生した崩壊の拡大よりも、新規崩壊の発
生が 30％以上を占めるのに対し、一迫川流域では新規
崩壊の発生は 16％であり、地震時に発生した崩壊の拡
大が占める率が高い傾向にあった。このように、地震
後に発生した崩壊は、流域間で違いが見られた。
解析範囲の地質・傾斜区分ごとの面積分布率と Fig. 

7 の方法で集計した地震時に発生した崩壊の地質・傾
斜区分ごとの発生率、および地震後の新規崩壊の地
質・傾斜区分ごとの発生率を Fig. 10、11 に示す。ま
た、地震後の新規崩壊の発生率について、地質・傾斜
区分ごとに集計した結果を Table 1、2に示す。磐井川
流域では、地震後の新規崩壊は地震時と同様に、第三
紀中新世中期～後期の海成層 M1a、M1t、M2l、M2m
で発生率が高く、特に第三紀中新世後期海成層 ( 酸性
細粒～火山礫凝灰岩 ) M1a で新規崩壊の発生率が高い
傾向が認められた (Fig. 10) 。傾斜については、地震
後の新規崩壊は地震時と同様に、勾配が急になるほど
発生率が高い傾向があるが、M1a 及び第三紀中新世後
期海成層 ( シルト岩・砂岩・凝灰岩 ) M1t では 25 度
以上の傾斜で、ほかの地質では 35 度以上の斜面で崩
壊の発生率が高くなる傾向があった (Fig. 10、Table 
1) 。地震後に新規崩壊が発生した斜面を現地調査した
ところ、複数の亀裂が発生していることが確認された 
(Photo 1) 。これらの亀裂は新規崩壊の発生地点につ
ながっているケースが複数認められた。また、いくつ
かの場所では湧水が確認された (Photo 2) 。
一迫川流域では地震時には第三紀鮮新世後期～第四
紀更新世前期溶結凝灰岩 PPw とその下層の第三紀中
新世後期～鮮新世前期湖成層 PM のユニットで崩壊発
生率が高く、傾斜は急になるほど高くなる傾向であっ
た (Fig. 11) 。一方で、地震後に発生した新規崩壊の
発生箇所は、第三紀安山岩溶岩及び貫入岩類などから
なる Tal で多い傾向が見られ、傾斜は 35 度以上であ
った (Fig. 11 および Table 2) 。また、現地調査から新
規崩壊が発生した場所及びその周辺の斜面では磐井川
流域の現場と同様に、亀裂の存在と湧水が認められた 
(Photo 3、4) 。
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Fig. 8 磐井川流域 (厳美）および一迫川流域 (栗駒深山）における地震発生以降
のアメダス降水量 

 

段組み幅 

Fig. 8　磐井川流域 (厳美）および一迫川流域 (栗駒深山）にお
ける地震発生以降のアメダス降水量

Fig. 8　AMEDAS precipitation after the earthquake in the Iwai 
River Area  (Genbi) and the Ichihasama River Area  
(Kurikomamiyama)
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Fig. 9 地震直後と発生から 3ヶ月後 (2008年 9月）の流域ごとの崩壊地の拡大お
よび新規崩壊面積とそれらの発生割合 

） 

頁幅 

Fig.9　地震直後と発生から 3ヶ月後 (2008年 9月）の流域ごとの崩壊地の拡大および新規崩壊面積とそれらの発生割合
Fig. 9　Area of landslides occurred immediately after the earthquake and within 3 months of the earthquake (September, 2008）
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Fig. 10 磐井川流域における崩壊と傾斜と地質の関係。下段のグラフ：解析範囲内全

体の面積分布率、中央のグラフ：地震直後に発生した崩壊の下段に示した地質・傾斜

区分の面積に対する崩壊発生面積率、上段のグラフ：地震後 3か月の間に発生した新
規崩壊の下段に示した地質・傾斜区分の面積に対する崩壊発生面積率。地質の凡例は

Fig. 6および Table1を参照。 
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Fig. 10　磐井川流域における崩壊と傾斜と地質の関係。下段のグラフ：解析範囲内全体の面積分布率、中央
のグラフ：地震直後に発生した崩壊の下段に示した地質・傾斜区分の面積に対する崩壊発生面積率、
上段のグラフ：地震後 3か月の間に発生した新規崩壊の下段に示した地質・傾斜区分の面積に対す
る崩壊発生面積率。地質の凡例は Fig. 6および Table1を参照。

Fig. 10　 Relationship between landslides and slope inclination / geology in the Iwai River Area. The lower graph: Areal 
distribution in the analyzed area; the middle graph: landslide occurrence rate immediately after the earthquake 
in the analyzed area; the upper graph: new landslide occurrence rate within 3 months of the earthquake in the 
analyzed area. Geological legends are same as Fig. 6 and Table1.
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Fig.11 一迫川流域における崩壊と傾斜と地質の関係。グラフの解説は Fig.11と
同上。地質の凡例は Fig.8および Table2を参照。 
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Fig.11　一迫川流域における崩壊と傾斜と地質の関係。グラフの解説は Fig.11と同上。地質の凡例は Fig.8および
Table2を参照。

Fig.11　Relationship between landslides and slope inclination / geology in the Ichihasama River Area. The explanation of 
these graphs is the same as Fig. 10. Geological legends are same as Fig. 8 and Table2.

Table1　地質・傾斜条件ごとの新規崩壊発生率 (％）：磐井川流域
Table1　New landslide incident rate of each geology and slope inclination condition: the Iwai River Area
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地質・傾斜条件ごとの新規崩壊発生率 ％）：磐井川流域 

 

頁幅 
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地質・傾斜条件ごとの新規崩壊発生率 ％）：一迫川流域 
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Table2　地質・傾斜条件ごとの新規崩壊発生率 (％）：一迫川流域
Table2 New landslide incident rate of each geology and slope inclination condition: the Ichihasama River Area
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Photo 1 磐井川流域の新規崩壊の頭部付近で確認された亀裂。

位置は Fig.2を参照。亀裂は新規崩壊につながっている。 

 

段組み幅 

Photo 1　磐井川流域の新規崩壊の頭部付近で確認された亀裂。位置
は Fig.2を参照。亀裂は新規崩壊につながっている。

Photo 1　Crack found near the top of new landslide in the Iwai River 
Area. Fig.2 shows the taking a picture position. The crack 
reaches the new landslide.
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Photo2 磐井川流域の新規崩壊地で見られた湧水。位置は Fig.2を参照。 

 

段組み幅 

Photo 2　磐井川流域の新規崩壊地で見られた湧水。位置は Fig.2を
参照。

Photo 2　Spring water found on the new landslide in the Iwai River Area. 
Fig.2 shows the taking a picture position.
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5．考察
地震後 3 ヶ月の間には、年 1 回の回帰年である降雨
が観察された。調査地周辺では気象観測が開始されて
以来、2008 年の地震が起こるまでは対策を講じる必
要のある崩壊の発生は報告されていないことから、調
査地周辺の斜面は富田ら (1996) が報告する阪神淡路
大震災後に崩壊が発生した斜面と同様に、地震動によ
り地震前に比べ少ない降雨で崩壊しやすい状況になっ
ていることが考えられた。
磐井川流域では、震源に近いにも関わらず地震時に
大規模な崩壊は一迫川流域に比べると発生しておら
ず、地震後に発生した崩壊地の拡大あるいは新規崩壊
の発生も、発生面積は一迫川流域よりも小さかった。
しかし、地震後に発生した崩壊地の拡大あるいは新規
崩壊を解析範囲内で発生した全崩壊面積に対する発生
率でみると磐井川流域のほうが高く、さらに新規崩壊
の発生率が一迫川流域よりも高い傾向にあった。新規
崩壊は地震時に崩壊が発生した地質・傾斜の条件と同
じ場所で崩壊の発生率が高い傾向にあったが、とくに
第三紀中新世後期海成層 ( 酸性細粒～火山礫凝灰岩 ) 

M1a の、傾斜が 25 度以上の斜面での崩壊発生率がほ
かの地質・傾斜条件に比べ高い傾向にあった。新規崩
壊の周辺の斜面では今回の調査で確認されたほかにも
多数の亀裂が確認されており (村上ら 2009) 、新規崩
壊が発生した斜面でも崩壊に続く亀裂が確認されてい
る (Photo 1) ことから、平松ら (1999) による阪神淡路
大震災の際の調査での報告と同様に、地震時に亀裂が
発生し、それが弱線 ( 面 ) となってその後の降雨の際
に拡大することで新規崩壊が発生していることが推測
された。なお、新規崩壊の発生場所では複数の地点で
湧水がみられることが多く、湧水の存在も地震後の崩
壊の発生に関係していることが示唆されるが、これに
ついては十分な調査を行っていないため、今後の検討
事項である。
一迫川流域では地質によって地震後の崩壊に差異が
認められた。地震時に崩壊が多く発生した第三紀中新
世後期～鮮新世前期の湖成層 PM とその上位の溶第三
紀鮮新世後期～第四紀更新世前期結凝灰岩 PPwが分布
する斜面では、大丸ら (2010) あるいは三森ら (2009) 
により、その地質構造が地震時の崩壊に影響を与えた31 
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Photo3 一迫川流域の新規崩壊の発生が認められる斜面の周辺で認められた亀裂 
 (矢印）。位置は Fig.13bを参照。 
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Photo4 一迫川流域の新規崩壊地で見られた湧水 (矢印）。位置は Fig.13bを参照。 

 

段組み幅 

Photo3　一迫川流域の新規崩壊の発生が認められる斜面の周辺で認
められた亀裂 (矢印）。位置は Fig.13bを参照。

Photo3　Crack found near the new landslide in the Ichihasama River 
Area  (arrow). Fig.13b shows the taking a picture position.

Photo4　一迫川流域の新規崩壊地で見られた湧水 (矢印）。位置は
Fig.13bを参照。

Photo4　Spring water found on the new landslide in the Ichihasama 
River Area  (arrow). Fig.13b shows the taking a picture position.



森林総合研究所研究報告 第 12巻 1号 , 2013

MURAKAMI, W. et al.36

ことが指摘されている。PMとその上位に PPw が分布
する斜面では大丸ら (2011) の温湯温泉上流の調査よ
り、崩壊地の背後に存在していた線状凹地に新たな亀
裂が入り、斜面が変形していたことを報告しており、
地震後の崩壊の拡大はこのような変形がみられた斜面
が、その後の降雨を引き金として拡大に至ったものと
推測される。一方で、新規崩壊は地震直後には崩壊が
あまり認められなかった第三紀の安山岩溶岩および貫
入岩類などからなる Tal が分布する、傾斜 35 度以上
の斜面で多く認められる傾向があった。新規崩壊が多
く認められる場所における調査は、崩壊斜面が急勾配
なこともあり磐井川流域ほど十分な現地調査は行えて
いない。しかしながら、これまでに調査に入ることが
できた斜面では、磐井川流域同様の亀裂の発生が複数、
確認されている (Photo 3) 。これまでに確認された亀
裂は、磐井川流域で確認されたような新規崩壊につな
がるものではなかったが、一迫川流域でも今回の地震
後に新規崩壊の発生が認められた地質・傾斜条件の斜
面では、弱線 ( 面 ) となる亀裂が地震時に形成されて
いることが考えられる。また、これらの新規崩壊の発
生場所においても湧水が認められており (Photo 4) 、
湧水の存在と崩壊の発生についても検討していくこと
が必要であると考える。

Table 1および 2に示された地震後に新規崩壊の発生
率が高かった地質と傾斜条件をもとに、今後、新規崩
壊が発生する可能性が高い領域を Fig. 12 および Fig. 
13a、b に示した。両流域とも、便宜的に Table 1、2
において崩壊発生率が 0.15％以上の地質・傾斜条件と
なる斜面を新規崩壊の発生する可能性が高い領域、0.2
％以上の地質・傾斜条件となる斜面を新規崩壊の発生
する可能性が特に高い領域とした。このうち、Table 2
において沖積層下位段丘堆積物 R1g で傾斜 25-30° の
斜面で崩壊発生率が高くなっているが、これは別の地
質・傾斜条件の斜面の崩壊地からの崩土を崩壊地とし
て判読している可能性が高いため、領域からは除外し
た。Fig. 12 及び Fig. 13a、13b は地質と傾斜条件のみ
から推定したものであり、さらに、地震後の崩壊地の
拡大および 2008 年 9 月以降に発生した新規崩壊につ
いては考慮していないため、崩壊の発生する危険が高
い斜面を厳密には予測しているわけではない。予測す
るためには降雨データや震源からの距離および地震動
の伝わり方、あるいは 2008 年 9 月以降に発生した崩
壊箇所の情報を追加するなど、さらなる検討が必要で
ある。しかし、崩壊した場所と同じ地質・傾斜条件を
持つ斜面を図的に示すことは今後の現地調査を進める
うえで有効な指標であると考える。Fig. 12 から、磐
井川流域では地震時に崩壊が発生した地質・傾斜条件
の斜面の周辺で新規崩壊が発生する危険性が高いこと
が推測された。一方で、一迫川流域では上流側の地震

時に崩壊が発生した地質・傾斜条件の斜面では新規崩
壊の発生の可能性は高くなく (Fig. 13a) 、下流側の地
震時に崩壊があまり発生していない地質・傾斜条件の
斜面で新規崩壊の発生の可能性が高い (Fig. 13b) とい
う結果となった。これは、一迫川流域では地震時の崩
壊の拡大が占める割合が高いこと、Fig. 13a、b で示
した危険性は新規崩壊のみであり、崩壊の拡大につい
ては考慮していないことが理由の一つとして考えられ
る。しかし、少なくとも地震時に崩壊の発生が少なか
った下流域の Tal の分布する傾斜 35°以上の斜面で
は、今後の降雨により新規崩壊が起こる可能性が高い
と考える。現地調査によると、各流域で新規崩壊が発
生する可能性が高いとした地質・傾斜条件の斜面では、
地震時に形成されたと推察される亀裂が多くの斜面で
見つかっている。このため、このような斜面において
は、亀裂が弱線 ( 面 ) となることで今後の降雨による
崩壊発生の可能性が高いと考える。

6．まとめ
地震後の新規崩壊の発生地点の地質・傾斜条件をも
とに新規崩壊の発生する危険性が高い斜面を Fig. 12
および Fig. 13a、b で示した。新規崩壊の発生する危
険性が高い地質・傾斜条件は流域ごとに異なり、磐井
川流域では地震時に崩壊が発生した地質・傾斜条件と
同じ斜面で新規崩壊が発生する傾向が認められ、特に
第三紀中新世後期海成層 ( 酸性細粒～火山礫凝灰岩 ) 
M1a が分布する傾斜が 25 度以上の斜面で発生率が高
かった。一方で、一迫川流域では地震時に崩壊が多く
発生した地質・傾斜条件である第三紀鮮新世後期～第
四紀更新世前期溶結凝灰岩 PPw とその下層の第三紀
中新世後期～鮮新世前期の湖成層 PM のユニットでは
新規崩壊はあまり発生せず、地震時に崩壊があまり発
生しなかった第三紀安山岩溶岩および貫入岩類などか
らなる Tal が分布する、傾斜が 35 度以上の斜面で発
生率が高い傾向があった。これまでに行った現地調査
から、どちらの流域の新規崩壊が発生する可能性が高
い地質・傾斜条件の斜面でも亀裂の発生が確認されて
おり、それらが弱線 ( 面 ) となってその後の降雨によ
り崩壊を発生しやすくしていることが推測された。今
後は、降雨データや震源からの距離および地震動の伝
わり方、あるいは 2008 年 9 月以降に発生した崩壊箇
所の情報などを追加し、さらに現地調査などから弱線 
( 面 ) となる亀裂の存在といった斜面の変状を確認す
ることで、より正確に将来的に崩壊の危険性の高い斜
面を予測していくことが課題である。
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Fig.12 磐井川流域における地質と傾斜条件から抽出した新規崩壊発生の危険領域。等

高線図は 1/2.5万地形図「真湯温泉」「高檜能山」「栗駒山」「本寺」を使用した。領域の
条件は Table1に記載。 
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Fig.12　磐井川流域における地質と傾斜条件から抽出した新規崩壊発生の危険領域。等高線図は1/2.5万地形図「真
湯温泉」「高檜能山」「栗駒山」「本寺」を使用した。領域の条件はTable1に記載。

Fig.12　Zone with possibility that landslides newly occur in the Iwai River Area. We use the 1/25000 topographical maps 
‘Shinyuonsen’ , ‘Takahinoyama’ , ‘kurikomayama’ and ‘Hondera’ by Geospatial Information Authority of Japan. 
The zoning condition is described in Table1.
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Fig.13a 一迫川流域における地質と傾斜条件から抽出した新規崩壊発生の危険領域 
(上流側）。等高線図は 1/2.5万地形図「桂沢」「栗駒山」「軍沢」「切留」「花山湖」を
使用した。領域の条件は Table2に記載。 
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Fig.13a　一迫川流域における地質と傾斜条件から抽出した新規崩壊発生の危険領域 (上流側）。等高線図は 1/2.5
万地形図「桂沢」「栗駒山」「軍沢」「切留」「花山湖」を使用した。領域の条件はTable2に記載。

Fig.13a　Zone with possibility that landslides newly occur in the Ichihasama River Area  (upper area). We use the 
1/25000 topographical maps ‘Katsurazawa’ , ‘Kurikomayama’ , ‘Ikusazawa’ , ‘Kiridome’  and ‘Hanayamako’ by 
Geospatial Information Authority of Japan. The zoning condition is described in Table2.
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Fig.13b　一迫川流域における地質と傾斜条件から抽出した新規崩壊発生の危険領域 (下流側）。等高線図は 1/2.5
万地形図「桂沢」「栗駒山」「軍沢」「切留」「花山湖」を使用した。領域の条件はTable2に記載。

Fig.13b　Zone with possibility that landslides newly occur in the Ichihasama River Area  (lower area). We use the 
1/25000 topographical maps ‘Katsurazawa’ , ‘Kurikomayama’ , ‘Ikusazawa’ , ‘Kiridome’  and ‘Hanayamako’ by 
Geospatial Information Authority of Japan. The zoning condition is described in Table2.
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Fig.13b 一迫川流域における地質と傾斜条件から抽出した新規崩壊発生の危険領域 
(下流側）。等高線図は 1/2.5万地形図「桂沢」「栗駒山」「軍沢」「切留」「花山湖」を
使用した。領域の条件は Table2に記載。 
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Abstract
The 2011 Heisei Sanriku Mega-tsunami destroyed much forest along the eastern Pacific coastline of Japan. 

Remote coastal forests such as cedar (Cryptomeria japonica) that received direct tsunami impact suffered damage 
from salination of forest soils resulting from seawater inundation. In our prior study, we clarified the distribution 
of the salination damage in cedar forests of the Sanriku coastline, and determined causes of this damage. In the 
present study, we continuously examined the progress of improvement in soil and forest floor conditions over time 
in seawater-inundated forests. A0 layers and understory vegetation that were completely washed away from the 
forest floor by the tsunami gradually reformed and recovered owing to newly deposited litterfall and intrusion of 
herbaceous plants. Increases in pH(H2O), electric conductivity (EC), and exchangeable Na+ saturation percentage 
in seawater-inundated soils were halted, and soil improved with time. In June 2012, these measurements in 
inundated forest soils decreased to nearly the same levels as non-inundated soils. According to meteorological data 
from Kamaishi automatic weather station near the experimental sites, monthly precipitation from May to August 
2011 ranged from 51 to 215 mm month-1, less than or equal to the average. However, in September 2011, a typhoon 
dropped more than 400 mm of rain on this site in one event, which is equal to one quarter the annual precipitation. 
High levels of precipitation such as in this event may efficiently remove sea salt from seawater-inundated soils. 
In conclusion, the present study found an important role for natural precipitation in desalination of seawater-
inundated forest soils.

Key words :  desalination, precipitation, Sugi stand, Sanriku coast, salt injury, 2011 Heisei Sanriku Mega-
tsunami, seawater inundation

小野賢二 1)*、平井敬三 2)

Effect of natural rainfall on desalination of seawater-inundated soil 
in forest damaged by 2011 Heisei Sanriku Mega-tsunami 
following Tohoku earthquake of the eastern Pacific coast

Kenji ONO1)*, Keizo HIRAI2)

要 旨
　東日本大震災では東日本の太平洋沿岸に大津波が襲来し、沿岸の海岸林は未曾有の被害に見舞わ
れた。さらに津波による直接的な破壊を免れ震災直後には健全にみえた海岸林でも時間とともに針
葉が赤褐色に変色する塩害が顕在化した。震災直後の調査では三陸沿岸の斜面に分布するスギ林に
おける塩害の発生状況とその原因を解明した。本研究ではその後の時間経過に伴う林床環境や土壌
の改善経過を検討した。津波により剥離され消失した A0 層や林床植生は徐々に赤褐化したスギ針
葉が枯死・脱落して堆積し、さらに林床に草本が侵入したため、14 ヶ月後には林床の被覆度は回
復していた。津波到達箇所の土壌 pH（H2O）や電気伝導度（EC）、交換性 Na+ 濃度は津波未到達
箇所の土壌に比べ大きかったが、2011 年 10 月以降、津波未到達箇所の土壌に近い状態にまで低下
した。当該試験地近くのアメダス釜石観測所における 2011 年 5 ～ 8 月の月別降水量をみると 51 ～
215 mm/ 月で、平年並から平年以下の降水量であったが、9 月には平成 23 年台風 15 号に伴う大雨
によって 400 mm超の降雨に見舞われた。これは平均年降水量の 4分の 1以上に匹敵する量であり、
この降水が被災林における土壌の除塩に寄与したと思われる。以上から、斜面においては自然起源
の降雨に伴う土壌からの自然排水によって、津波による塩類土壌に対して除塩の効果が期待できる
ことが明らかとなった。

キーワード：除塩効果、降雨、スギ林、平成三陸大津波、土壌塩害、海水浸漬
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土壌表層部の状態 ( 土性・土色・林床植生・被覆度・
堆砂の有無・津波到達の有無 ) およびスギ針葉の赤褐
変化の状況を目視によって観察した。さらに表層土壌
（0-10 cm）を採取して持ち帰り、乾燥、調製の後、土
壌の一般化学性を分析した。一般化学性の分析項目は、
土壌 pH（H2O）、電気伝導度（EC）、交換性陽イオン
濃度、陽イオン交換容量、塩基飽和度である。各項目
の分析方法は、小野・平井（2012）と同様に行った。
2011 年 6 月、2011 年 11 月、2012 年 6 月における結
果を比較して、時間経過に伴う津波被災林の環境改善

1.はじめに
2011 年 3月に発生した東北地方太平洋沖地震により
太平洋沿岸に大津波が襲来し、海岸林を壊滅させた。
さらに、大津波による倒伏、根返りや折損などの直接
的な破壊を免れて震災直後には健全にみえた海岸林で
も、時間経過とともに針葉が赤褐化する現象が顕在化
した。筆者らは、先行研究において、三陸沿岸津波浸
水後背地のスギ林を現地踏査し、スギ針葉変色の実態
を把握し、その発生原因を明らかにした（小野・平井 
2012）。津波が浸水した土壌には、海水由来のナトリ
ウムイオン（Na+）が集積し、土壌 pH（H2O）や電気
伝導度（EC）を上昇させた。それにより、①樹木へ
の過剰な塩分吸収、②樹木が必要とする養分の吸収阻
害、③浸透圧低下に伴う土壌中の水ポテンシャルの低
下（米田 1958a; b; c）が誘因され、結果として、東北
太平洋沿岸の津波浸水を受けたスギ林において針葉の
赤褐変化が広範囲に発生したと結論した（小野・平井 
2012）。
津波被災林の再生に際しては新規埴栽木に対する津
波浸漬の影響を排除するために、津波浸水地におけ
る塩類土壌を継続調査することによって土壌の化学性
の改善状況を把握する必要がある。我が国の森林の多
くは急傾斜地にあるため、津波被災林の除塩について
農地同様に実施することは困難である。しかし、梅雨
や台風等のまとまった降雨があるので、降雨による除
塩が期待される。そこで、本論では、岩手県釜石市に
おける津波被災スギ林において継続的に現地調査を行
い、時間経過に伴うスギの被害進行状況や土壌化学性
の変化を把握した。本研究はこれらの結果を基に津波
被災林における降雨による除塩効果を明らかにするこ
とを目的とした。

2.調査地および方法
調査地は同一斜面上で針葉の赤褐変化が確認された
被害林と未被害林が存在する岩手県釜石市鵜住居町の
スギ林である（北緯 39 ﾟ 19.7’、東経 141 ﾟ 53.8’、標
高 10 m）（Fig. 1）。土壌は適潤性褐色森林土（BD）
（土じょう部 , 1976）であり、表層地質は固結堆積物
および古生代の泥岩である（経済企画庁総合開発局 , 
1975）。試験地に最も近いアメダス釜石観測所（北
緯 39 ﾟ 16.2’、東経 141 ﾟ 52.7’、標高 5 m）における
2001年から 2010年の平均年降水量は 1,677 mm/ 年で
あった（気象庁 , http://www.data.jma.go.jp/obd/stats/
etrn/index.php）。震災以降の 2011 年 5 月から 2012 年
5 月までの月別降水量および 1981 年 3 月から 2011 年
2 月までの平均月別降水量を Fig. 2 に示した。なお、
2011 年 3 月、4 月における降水量は東日本大震災の影
響で欠測している。

2011 年 6月に設定したライントランセクト上の各調
査地点において、2011 年 10 月および 2012 年 6 月に

図 1. 調査地の位置図（1:25,000 国土地理院地形図（釜石）参照）（上
図）およびライントランセクト配置の模式図（下図）

Figure 1. Location of the studying sites and line transect arrangement

試験地位置
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状況を検討した。

3.結果
1) スギ針葉の変色状況および林床環境の経時変化
津波発生から 2 ヶ月後の 2011 年 6 月 23 日における
目視調査では、大槌湾に面した釜石市鵜住居の津波浸
水後背地スギ林における塩害（針葉の赤褐変化）の発
生範囲は、海水浸漬箇所に明確に一致した（Table 1）。
本調査地における海水浸漬範囲は、津波による林床植
生や A0層の剥離状況から非常に明瞭であった。

その後、津波発生から 7ヶ月後（2011年 10月 11日）、
14 ヶ月後（2012 年 6 月 1 日）の当該被災林分の調査
では、赤褐変化した針葉を有する枝の割合が減少し、
緑葉を有する枝の割合が増加した（Table 1）。14 ヶ月
後の観察において、完全に枯死していたスギ個体は斜
面最下部の No.7, 8 地点に集中していた（それぞれの
地点の生残率は 21% および 3%）（Table 1, Photo 1）。
それ以外の調査地点において枯死に至った個体は稀で
あった（Table 1）。また、津波発生 2 ヶ月後には津波
によって A0 層は剥離され、流失していたが、時間の
経過とともに赤褐変化したスギ針葉が枯死して落葉し
て堆積したため、A0層は 7ヶ月後、14ヶ月後には徐々
に回復していた（Table 1, Photo 2）。林床植生に関し
ても、変色針葉の脱落に伴う光環境の変化に伴って林
床に草本類をはじめとする植生が侵入し、林床の被覆
度は津波発生 14 ヶ月後には全地点で 100% となった
（Table 1）。

2) 土壌 pH（H2O）、電気伝導度、交換性陽イオン濃度、
陽イオン交換容量および塩基飽和度の経時変化

2011 年 6 月に採取した未風乾新鮮表層土壌（0 ～
10 cm）の pH（H2O）は、津波未到達箇所（採取地点
1～ 3）では 4.7 ～ 5.3 であったが、津波到達箇所（採
取地点 4 ～ 7）では 5.4 ～ 6.2 に上昇した（Table 2）。
その後、津波発生から 7 ヶ月後および 14 ヶ月後に津
波到達箇所（採取地点 4 ～ 7）から採取した表層土壌
の pH（H2O）は 4.8 ～ 5.9 であり、津波未到達箇所の
土壌 pH（H2O）の値（4.3 ～ 5.0）までには回復して

図 2. アメダス釜石観測所における月別降水量の推移
Figure 2. Monthly precipitation at Kamaishi meteorological station by 

AMeDAS (automated meteorological data acquisition system) 
from 2001 to 2012.

表 1. 津波被災スギ林の林床や表層土壌の状態と針葉変色の経時変化
Table 1. The states of forest floor, surface soil, and needle discoloration in the seawater-inundated cedar forest at Kamaishi City, Iwate 

Prefecture from June 2011 to June 2012.
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表 2. 津波被災スギ林の表層土壌（0-10 cm深）における生土の pH(H2O)、電気伝導度、交換性陽イオン濃度、および陽イオン
交換容量の経時変化

Table 2. The values of pH(H2O) and the concentrations of water-soluble cations in the soil suspension of each sampling point of seawater-
inundated cedar forest at Kamaishi City, Iwate Prefecture from June 2011 to June 2012.



Effect of natural rainfall on desalination of seawater-inundated soil in forest damaged by 2011
Heisei Sanriku Mega-tsunami following Tohoku earthquake of the eastern Pacific coast

45

Bulletin of FFPRI, Vol.12, No.1, 2013

いないものの、時間経過に伴って低下していた（Table 
2）。海から運ばれた堆砂（採取地点 8）の pH（H2O）
は 7.4 ～ 8.3 を示し、津波発生 14 ヶ月後においても高
い値を示した（Table 2）。津波到達箇所より採取した
表層土壌の電気伝導度（EC）は、2011 年 6 月で 0.10
～ 0.33 dS m-1 であったが、津波発生 14 ヶ月後には
0.1 dS m-1 以下の値を示した（Table 2）。堆砂溜まり
の砂においても、時間経過による EC の低下が認めら
れた。

2011 年 6 月の時点の津波到達箇所における交換性
Na+濃度は 1.8～ 6.8 cmolc kg-1乾土を示し、津波未到
達箇所の 0.1 ～ 1.7 cmolc kg-1 乾土に比して最大で 60
倍も大きかった。しかし、それらの地点の交換性 Na+

濃度は時間とともに低下し、津波浸水後 14 ヶ月後に
おい 0.6 ～ 1.2 cmolc kg-1 乾土を示した。これらの値
は 2011 年 6 月の値に対し最大でも 4 割のレベルまで
低下した（Table 2）。堆砂においても時間経過に伴う
交換性 Na+ 濃度の低下は認められた。一方で、Na+ を
除く交換性 Ca2+, Mg2+、K+濃度および陽イオン交換容
量（CEC）はそれぞれ 1.2 ～ 10.1、1.4 ～ 6.5、0.2 ～
1.0、および 33～ 70 cmolc kg-1乾土と、試料採取時期
や地点間で変動がみられたものの、津波浸水の有無や
調査日時の違いによる差違は認められなかった（Table 

2）。なお、堆砂の CEC については 7 ～ 14 cmolc kg-1

乾土と、表層土壌に比べ著しく低い値を示した。
全塩基飽和度は全調査期間で 11 ～ 38% の範囲にあ
った（Table 2）。津波未到達箇所における全塩基飽和
度の 6 ～ 8 割は交換性 Ca2+ に起因していた。一方、
津波到達箇所においては 2011 年 6 月には交換性 Ca2+

と交換性 Na+ が主に全塩基飽和度に寄与していた（と
もに 2 割～ 4 割強の寄与率）が、時間の経過とともに
交換性 Na+ 濃度が低下したために津波発生 14 ヶ月後
には交換性 Na+ の寄与率は 1 割以下であり、一方で交
換性 Ca2+ の寄与率は 3 割から 7 割強であった。津波
浸水により海水由来の Na+ の影響を強く受けた表層土
壌において、時間経過とともに海水由来 Na+ の影響は
次第に低下したことが明らかとなった（Table 2）。

4.考察
1) 時間の経過に伴う津波被災スギ林における林内環境
の変化
今回の大津波のような一時的な海水浸漬による塩害
は、土壌への過剰な塩類付加に起因する直接的な植
物の生育障害に基づくとされている（米田 , 1958a）。
2011 年 6 月に釜石市鵜住居地区で行った調査では、
津波浸水後背地スギ林で確認された針葉変色発生範囲

写真 1. 調査地の遠景（釜石市鵜住居地区，2012年 6月撮影）
Photo 1. Distant view of the study site.

写真 2. 津波浸水 14ヶ月後の調査地スギ林林床の様子（釜石市鵜住
居地区，2012年 6月撮影）

Photo 2. Forest conditions 14 months after seawater inundation with the 
Heisei Tohoku Massive Tsunami.
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は海水浸漬箇所に明確に一致しており（Table 1）、津
波浸水による塩害に起因したものであることが明らか
となった（小野・平井 , 2012）。また、2011 年 10 月、
12 年 6 月の追跡調査では、当該被災林分の多くの調
査地点において赤褐変化した針葉を有する枝の割合が
減少し、緑葉を有する枝の割合が増加しており、被災
直後に針葉変色したスギ個体の一部は枯死にまで至ら
ずに新たに緑葉を伸長させて生残していた（Table 1）。
一方、斜面最下部の採取地点 No. 8 では変色した枝葉
が脱落し、新たな緑葉を着葉せずに枯死に至ったスギ
個体が確認されたが（Table 1, Photo 1）、これは、斜
面下部では他地点に比べて海水浸漬直後（2011年 6月）
における土壌へのより高濃度の塩類集積（Table 2）に
起因したものであろう。
林床環境については、2011 年 6 月時点で津波により
剥離、流去されていた A0 層は、時間の経過とともに
赤褐変化したスギ針葉が枯死して脱落して堆積したた
め、7 ヶ月後、14 ヶ月後には徐々に回復した（Table 
1, Photo 2）。また、針葉変色やその枝葉脱落により
林床の光環境も変化したため、津波により完全に流去
し消失した林床植生も草本類の侵入により徐々に回復
し、林床の被覆度は全調査地点で 100%に達した（Table 
1）。当該試験地は斜度が 30°以上の急傾斜地に位置す
る（Table 1）が、津波により破壊された林床環境が回
復し、林床の被覆度が 100% となったことにより、雨
滴衝撃による侵食、表土流亡のおそれは低減されたも
のと期待される。

2) 津波被災スギ林における土壌塩害の改善経過
大津波に伴う津波浸漬により発生した土壌の塩害に
対して、津波被災農地では、排水経路の確保、土壌改
良材の施用、耕起・砕士、弾丸暗渠の施工、湛水・排
水の繰り返しによる塩分の洗い流しなど、土壌の理化
学的な環境改善に向けた除塩作業の実施が可能である
（農林水産省農村振興局 , 2011）。しかしながら、森林
の多くは機材、資材の設置が容易でない急傾斜地にあ
るため、津波被災林では農地同様に除塩を実施するこ
とは困難である。したがって降雨降雪の効果が期待さ
れる。そこで、時間経過に伴う津波被災林の土壌化学
性をモニタリングし、降水量との関係から自然降水に
よる除塩効果について検討した。
土壌の化学性に関して一部の項目では、2011 年 6
月の時点で海水浸漬の影響が強く認められていたが、
時間の経過とともにその影響は徐々に低下していた
（Table 2）。すなわち、2011 年 6 月においては、津波
到達箇所で採取した土壌の pH（H2O）や EC、交換
性 Na+ 濃度は、津波未到達箇所の土壌に比べて大きい
値であったが、2011 年 10 月以降の調査では津波未到
達箇所のレベルには回復していない項目もあったもの
の、概ね低下傾向を示した（Table 2）。土壌の pH（H2O）、

EC の低下は、強塩基性を呈する、かつ土壌水に対し
て高い溶解性を有する Na+ が土壌から徐々に溶脱、除
塩されたことに起因したものである。
日本の森林土壌では、交換性塩基の含量は一般
に Ca2+> Mg2+ > K+ > Na+ の順である ( 河田， 1989)。
2011年 6月の時点において津波によってもたらされた
海水由来の Na+ が土壌に過剰に集積していたことによ
り、試験地林分の土壌中の交換性 Na+ 濃度は高く、土
壌中の塩基バランスが悪化していた（Table 2, 小野・
平井 , 2012）。しかし、これらの Na+ は時間の経過と
ともに徐々に土壌から溶脱、除塩されたことから、土
壌中の塩基バランスが改善され、海水浸漬前の状態に
近づいていることが確認された（Table 2）。これらの
結果は、津波被災農地の塩類土壌の中でも比較的排水
環境が良好な土壌と、概ね同様な傾向である（宮城県
農業・園芸総合研究所 , 2012）。なお、排水環境の悪
い粘土質の埴土においては、砂土に比べて塩素やナト
リウムが土壌中に残存しやすい。（宮城県農業・園芸
総合研究所 , 2012）。
農地土壌において塩害が起こりうる限界評価指標の
一つに、Na+飽和度（CEC に対する交換性 Na+量の割
合で表したもの）がある。一般に、農地土壌において
は、Na+飽和度が 15% を超えると土壌の悪化が明確に
なるとされている（南條 , 2012）。本試験地の土壌の
Na+ 飽和度は海水浸漬直後の 2011 年 6 月時点でさえ
15% を超える箇所はなく、農地土壌の基準では問題の
無いレベルであった（Table 2）。しかしながら、スギ
は土壌中の塩分に対して極めて弱いとされている（本
間 , 1976）。そのため、農地土壌の基準では問題の無
いレベルでもスギ針葉の変色という形で塩害が顕在化
し（小野・平井 , 2012）、極端に Na+ 飽和度の高かっ
た斜面最下部（地点 No. 8）においては枯死に至った
ものと推察される（Photo 1）。したがって、森林土壌
には、農地土壌の基準をそのまま適用することはでき
ない。
降水は除塩に大きく寄与すると考えられる。本試験
地に最も近いアメダス釜石観測所（北緯 39 ﾟ 16.2’、
東経 141 ﾟ 52.7’、標高 5 m）のデータによると、岩手
県釜石地域の平均年降水量は 1,677 mm/ 年である（気
象 庁 , http://www.data.jma.go.jp/obd/stats/etrn/index.
php）。津波以後の月別降水量は、2011 年 5 月は 215 
mm の降水があったものの、6 月から 8 月にかけては
51 ～ 75 mm/ 月で寡雨であった（Fig. 2）。しかし、9
月になると平成 23 年台風 15 号に伴う大雨によって
437 mm/ 月の降雨があった（Fig. 2）。これは平均年降
水量の 25%強に匹敵する。一降雨によりもたらされた
降水量から類推すると、2011 年 9 月 20 日前後の台風
15 号に伴う降水が当該試験地の津波被災林土壌の除塩
に大きく寄与したものと思われる。
森林の多くは急傾斜地であり、塩害を受けた津波被
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災林土壌に対して農地同様の除塩作業を施すことは困
難であるが、本研究における津波被災林土壌のモニタ
リング調査により、自然起源の降雨に伴う土壌からの
自然排水によって、津波被災土壌に対して除塩の効果
がみられることが明らかとなった。本試験地は津波浸
水後背地斜面上にあるスギ林であった。津波浸水を受
けた森林は、こうした津波浸水後背地ばかりでなく、
海岸前線部の平坦地に広大に成立するクロマツを中心
とした海岸林である。海岸林の復旧、再生に向けて、
津波被災林の土壌の化学性を広域的、かつ継続的にモ
ニタリングすることで、今後も土壌の化学性の改善状
態を随時把握していくことが重要である。
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Abstract
We analyzed the seawater-inundated forest soils that are typically dominated by Japanese black and red pine 

along the eastern Pacific coastline of Japan to evaluate the influence of seawater inundation from the 2011 Heisei-
Sanriku Mega-tsunami on coastal forest soils. Seawater inundation from the tsunami brought the following 
distinctive changes to the morphology of coastal forest soils: 1) complete washout of the litter layer and understory 
vegetation from forest floors, 2) deposited sea sand on forest floors, and 3) buried A (2A) horizons under sea sand 
deposits. Also, seawater inundation caused extreme incremental changes to the soil pH(H2O) in 2A horizons 
with a large amount of humic substrates. Original values of the soil pH(H2O) in surface A horizons are primarily 
acidic because of an abundance of humified organic acids in soil. Thus, soil pH(H2O) in upper layers is generally 
acidic and that in lower layers is neutral or basic. Seawater inundation and the sea sand deposits on coastal forest 
soils carried a large influx of strong base cations, which neutralized organic acids in the humus-rich A horizons 
and eventually caused an increase in the soil pH(H2O). Before the Mega-tsunami, surface A horizons contained 
rhizospheres, which are areas of active symbiosis between mycorrhiza and roots. Therefore, the incremental 
changes of soil pH(H2O) in the 2A horizons caused by the tsunami may strongly affect the microenvironments of 
the rhizospheres and in turn cause severe damages, including needle discoloration, debilitation, droop, and finally 
death, to broad areas of pine forests along the eastern Pacific coastline. Other measures of soil chemistry (e.g., 
electric conductivity, exchangeable cation content) were little changed after seawater inundation because coastal 
forest soils are classified as sand-rich immature soils. In conclusion, reforestation efforts in seawater-inundated 
forest along the Pacific coastal areas affected by the tsunami will require continued soil chemistry monitoring 
and rehabilitation.

Key words :  Reforestation, coastal pine forest, the Heisei-Sanriku Maga-tsunami, seawater inundation, soil 
pH(H2O), rhizosphere

小野賢二 1)*、中村克典 1)、田中永晴 2)、古澤仁美 2)、平井敬三 2)

Soil conditions in coastal pine forests damaged by 
the Heisei-Sanriku Mega-tsunami following Tohoku Earthquake

along the eastern Pacific coast of Japan 2011
Kenji ONO1)*, Katsunori NAKAMURA1), Nagaharu TANAKA2),

Hitomi FURUSAWA2), Keizo HIRAI2)

要 旨
　2011 年 3 月の平成三陸大津波が海岸林土壌に与えた影響を検討するため東北沿岸の津波被災マ
ツ林を対象に土壌調査を行った。津波は①リター層と林床植生の流失、②海砂による堆砂層の形
成、③堆砂層下への A 層の埋没等、海岸林土壌に形態的変化をもたらした。海岸林土壌は一般に
腐植や養分に乏しい砂質な未熟土が多いことから、津波によって断面形態は変化していなかったと
推察される。土壌化学性については、埋没 A 層（2A 層）での pH（H2O）上昇が顕著に認められた。
電気伝導度や塩基交換容量、交換性塩基含量には明瞭な影響を認めなかった。これは海岸林土壌が
砂質であることによる。一般に海岸林土壌の pH（H2O）は腐植が多量に混入する土壌表層で低く、
下層で高い。pH≥8 の海水浸漬や海水・海塩を含む海砂堆積が海岸林土壌に大量の強い塩基類をも
たらし、リター分解に伴って生成される土壌中の有機酸を中和したため、土壌 pH（H2O）は上昇
したと考えられる。津波被害前に表層土壌であった 2A 層にはマツや林床植生の根系が発達し養分
吸収を助ける根圏微生物の活動層が認められた。2A 層の pH（H2O）上昇はマツの根やそれと共生
関係にある菌根菌等の微生物相に著しく影響し、海岸マツ林に針葉変色や衰弱、萎凋、枯損等被害
をもたらしたと考えられた。海岸林再生のため植栽する苗木への津波浸漬の影響を抑えるには、土
壌環境や理化学性を把握した上で生物活性の高い A 層の化学性改善を図る必要がある。

キーワード：海岸林再生、マツ林、東日本大震災、土壌 pH、海水浸漬、根圏土壌
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2.調査地および方法
1) 調査地の概要および現地調査項目
津波を受けた海岸マツ林における土壌の状況を把握
するため、青森県八戸市市川（北緯 40 ﾟ 35.0’、東経
141 ﾟ 28.2’）、宮城県東松島市浜市（北緯 38 ﾟ 23.0’、
東経 141 ﾟ 11.0’）、同亘理町吉田浜（北緯 37 ﾟ 59.9’、
東経 140 ﾟ 54.8’）の海岸前線部とその後背地、または
後背地の前縁とその背後に調査地を設定した（図 1）。
いずれの試験地も、土壌は未熟土であり（土じょう部 
1976）、表層地質は砂を中心とした未固結堆積物（経
済企画庁総合開発局 1970, 1972）である。また、試験
地すべてにおいて、東日本大震災では津波が浸入し、
海水によって浸漬された。被災 7 ヶ月後の 2011 年 10
月に、各試験地で樹木の衰弱程度や津波到達の有無、
土壌表層の土性、土色、下層植生、A0層の有無、堆砂
を調査した。さらに、各試験地のそれぞれ 3 箇所で土
壌断面調査と層位ごとに土壌試料の採取を行い、化学
性の分析に供した。

2) 土壌の化学性の分析
土壌化学性の分析は国有林林野土壌調査方法書（林
野庁・林業試験場 1955）に準じて行った。採取した
土壌試料は風乾し、風乾試料を 2 mm メッシュの円孔
篩を用いて篩別した後、分析に供した。分析項目は、
pH（H2O）、電気伝導度（Electrical Conductivity, 以下、
「EC」という）、交換性塩基含量、塩基交換容量（Cation 
Exchangable Capacity, 以下、「CEC」という）、塩基
飽和度である。土壌の pH(H2O) は、乾土 10 g に対し
て水 25 ml の割合で脱イオン水に懸濁し、ガラス電極
法により測定した。土壌懸濁液の EC は 1:5 水浸出法
に準じて測定した。CEC と交換性塩基含量は peech 法
により抽出し、それぞれ比色法（インドフェノール青
法）および原子吸光法（株式会社日立ハイテクノロジ
ーズ　Z-5310）で分析した。

3) リファレンスデータ
飛砂・潮風防止、高潮・津波被害低減などの環境保
全機能の維持強化を目指した海岸林の管理方法の策定
のために、1978 年から 1982 年にかけて環境庁一括計
上国立機関公害防止等試験研究課題「環境変化に対応
した海岸林の環境保全機能の維持強化技術の確立に関
する研究」が行われ、海岸林の土壌断面形態および化
学性についての調査結果が報告されている（農林水産
技術会議事務局 1987, 田中ら 1992a, b）。本研究では、
調査報告書および当時の野帳、分析ノートから必要な
分析値を記述し、1987 年および 1992 年当時に未分析
であった項目については、森林総合研究所立地環境研
究領域に保存されている土壌試料を分析して求めた。
この研究課題で対象とされた茨城県東海村村松（北緯
36 ﾟ 26.9’、東経 140 ﾟ 36.3’）および同北茨城市大津港

1.はじめに
2011 年 3 月 11 日 14 時 46 分に宮城県太平洋沖を
震源として発生した東北地方太平洋沖地震では、大規
模な津波が東北地方の太平洋沿岸に襲来し、未曾有の
大災害を引き起こした。海岸前線部に生育していたク
ロマツやアカマツ（両種を区別しない場合、あわせて
マツとする）やその後背地に分布していたスギなど
から成る海岸林の多くは、倒伏、根返り、傾斜や折損
など直接的な被害を受けた（坂本 2011, 2012, 中村ら 
2012, 星野 2012）。この津波による青森、岩手、宮城、
福島、茨城、千葉の 6 県の海岸林の浸水被害は、約
3,660ha にも及んだ（東日本大震災に係る海岸防災林
の再生に関する検討会 2012）。
一方で、津波による極端な樹体の損傷を受けず見か
け上は健全な海岸林が震災直後から 2011 年 6 月頃ま
で沿岸の各地に存在した（中村ら 2012）。しかし、こ
うした海岸林でも、時間経過に伴って針葉の変色・萎
凋、樹勢衰退、さらには枯死が見られるようになっ
た（河北新報社 2011, 中村ら 2012）。これらの海岸林
では土壌が津波襲来の際には海水によって冠水し、さ
らにその地表面には大量の海砂が堆積していた（中村 
2011, 中村ら 2012）。したがって、大津波がもたらし
た塩分が針葉変色・萎凋、樹勢衰退・枯死などの現象
を引き起こした可能性がある。
高潮や潮風害などによって農地に生じる土壌塩害に
ついては、古くから多くの研究がなされてきた（米田 
1958a, b, c, 間藤 1989, 1997）。土壌への海水浸水やそ
の地表面への海砂の堆積は、そこに生育する樹体内へ
の過剰な塩分吸収・集積、塩分の拮抗作用による養分
吸収阻害、植物内外の浸透圧差減少による吸水能の低
下（米田 1958a, b, c, 農林水産省農村振興局 2011）を
引き起こすとされる。津波被災林においてもこれらの
要因は樹木の萎凋や生育不良、枯死の原因となる。ま
た津波浸水地を対象として再造林をする際には苗木の
活着や生育不良の原因となる。したがって、海岸林の
再生に向け、津波被災後の土壌環境を把握することが
必要である。
本論では、東北沿岸地域の海岸林で土壌調査した結
果を解析し、津波被災 7 ヶ月後の海岸林土壌の実態を
明らかにする。津波浸水後背地に位置するスギ林に関
しては、すでに報告済みである（小野・平井 2012）。
本論では海岸前線部に位置し、主要な海岸林であるマ
ツ林に焦点を絞って議論する。津波の被害を受けてい
ない林分の土壌化学性については、これまでの研究成
果（農林水産技術会議事務局 1987, 田中ら 1992a, b）
を参考に、津波侵入・海水浸水の有無による違いを比
較、検討する際のリファレンスデータとした。一部の
未測定項目については今回、保存土壌試料を利用して
新たに分析を行った。
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図 1. 本研究における調査地位置と各試験地の概略図
Figure 1. Studying sites in the present study.
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南（北緯 36 ﾟ 48.6’、東経 140 ﾟ 45.9’）の海岸林土壌
のデータをリファレンスデータとして利用した。

3.結果
1) 津波被災後のマツ海岸林土壌の断面形態
前線部、後背地に関わらず、今回調査の全試験地で、
津波が浸入し、海水浸漬の被害を受けた。試験地内に
は津波による倒伏、根返り、折損を免れたマツが残存
していたが、被災 7 ヶ月後の 2011 年 10 月時点では、
その多くで針葉が褐色化しており、樹木の萎凋・衰弱

が認められた（Photo 1）。場所によってはほぼ全個体
が枯死した試験地もあった（Table 1）。これらの試験
地の林床には、津波によって運ばれた海砂が堆積して
いた（Table 1, Photo 2）。宮城県亘理町吉田浜および
青森県八戸市市川では、前線部、後背地問わず 30 cm
以上の非常に厚い堆砂が認められた（Photo 2）。津波
発生から 7 ヶ月余りが経過していたこともあり、林
床には海岸性植物の侵入が認められ、下層植生が回復
していた（Table 1, Photo 3）。さらに針葉の赤褐化の
後、枯死して脱落したマツ落葉などの堆積により 0 ～
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写真 2. 津波浸漬を受けた海岸マツ林の土壌（宮城県亘理町吉田浜　2011年 10月撮影）
Photo 2. Soil profiles of the coastal pine forests affected by the Heisei-Sanriku Mega-tsunami 

following Tohoku Earthquake along the eastern Pacific coast of Japan 2011

写真 3. 津波浸漬を受けた海岸マツ林林床の様子（宮城県亘理町吉田浜　2011年 10月撮影）リターが堆積し、下層
植生の回復が始まっていた。

Photo 3. Forest floor of the coastal pine forests affected by the Heisei-Sanriku Mega-tsunami following Tohoku Earthquake 
along the eastern Pacific coast of Japan 2011.
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3 cm厚程度の A0層（L層）の形成が認められた（Table 
1, Photos 2, 3）。土壌断面調査を行ったところ、いず
れの試験地でも堆砂層の下には 3 ～ 9cm 厚の赤黒色
（2.5YR2/1）～赤褐灰色（2.5YR3/1）～極暗赤褐色
（2.5YR2/2 ～ 3）の埋没 A 層（2A 層）が認められた。
2A 層内にはマツ細根や津波被災前に生育していた下
層植生の根系と、それらに由来する腐植の混入が認め
られた（Photo 2）。2A 層の下には、すぐに砂質の 2C
層が存在した。宮城県亘理町吉田浜の試験地では 65 
cm の深度に地下水面が確認され、被災前に発達して
いたマツの根系が水没していた（Photo 2）。

2) 津波被災マツ林土壌の化学性
土壌化学性は各試験地の前線部、後背地による違い
は認められなかった（Table 1）。未風乾新鮮土壌の pH
（H2O）は表層の堆砂層で 7.0 ～ 9.6 と、中性～アルカ
リ性を示した。2A 層の pH（H2O）は 6.6 ～ 7.7、そ
の下の 2C 層は 6.9 ～ 8.1 と、中性～弱アルカリ性で、
堆砂層よりやや低い値であった（Table 1）。表層土壌
の EC は全般に高く、2A 層で 1.5 ～ 6.9 mS m-1 で、
堆砂層と 2C層は 0.4～ 2.4 mS m-lであった（Table 1）。
各層の CEC は全般に低く、堆砂層で 1.5 ～ 12.0、2A
層で 16.1 ～ 26.7、2C 層で 3.1 ～ 7.6 cmolc kg-1 の範
囲であった。これは、どの試験地も土性が砂土（S）
または壌質砂土（LS）であり、腐植が乏しい未熟土
であるためと考えられた。ただし、交換性塩基含量に
関しては、その種類によってその値に差が見られ、交
換性 Ca2+ は、堆砂層で 0.6 ～ 9.7、2A 層で 1.6 ～ 7.2 
cmolc kg-1とやや高く、2C層では 0.2～ 1.8 cmolc kg-1

と低い傾向を示した（Table 1）。交換性Mg2+と Na+は、
2A 層でそれぞれ 2.9 ～ 5.6、1.5 ～ 9.2 cmolc kg-1 と
高く、次いで堆砂層でそれぞれ 1.2 ～ 3.5、0.3 ～ 2.5 
cmolc kg-1 であり、C 層はともに低くそれぞれ 0.4 ～
0.9、0.5～ 1.9 cmolc kg-1であった（Table 1）。交換性
K+ 含量は全層で大きな差違はなく、0.2 ～ 2.2 cmolc 

kg-1の範囲にあった（Table 1）。塩基飽和度は CECが
低いため全般に高く、試験地の場所や層位の違いによ
らず、宮城県亘理町吉田浜や青森県八戸市市川の堆砂
層などでは成分によって 100% を超えるものが認めら
れた（Table 1）。したがって、全塩基飽和度はいずれ
も 20％以上であった（Table 1）。

3) 津波未被災海岸林の立地環境とその土壌化学性
津波未被災海岸林の立地環境とその土壌化学性の結
果を Table 2 にまとめた。この調査地の主な構成樹種
はクロマツ（樹齢 11 年～ 67 年生）であったが、植生
のない海岸前線部（調査地 1）や砂丘底地で地下水面
の高い地点（調査地 10）、樹齢 125 年生のモミが分布
する地点（調査地　海 4）も存在した（Table 2）。土
壌は全層が砂土（S）または壌質砂土（LS）の C層か、

あるいは C 層上に A 層、H 層が存在する未熟土であ
り、それらの層位は主として砂の粒径の違いと根の侵
入程度、土色によって区分された。土壌構造の発達は
認められない。A 層は腐植の混入が認められたが、層
位の発達程度はあまり明瞭ではなかった。これらの調
査地の土壌の pH（H2O）は、H層および A層では 3.7
～ 6.3 で酸性を示し、A 層の下にある AB 層、B 層、
BC層、C層では 4.4～ 9.0と酸性～アルカリ性であっ
た（Table 2）。汀線に近い海岸前線部の調査地 1 は全
層でアルカリ性を示し、海水の影響を強く受けている
と考えられる。EC は全般に高く、多くの層位で 1 mS 
m-1 以上の値を示した（Table 2）。さらに海岸前線部
に位置した調査地 1では C層で 40 mS m-1以上の高い
値を示し、また、HA 層でも 120（調査地　海 7）、51 
mS m-1（同  海 2）と極端に高い土壌も一部確認され
た（Table 2）。CECは全般的に 10 cmolc kg-1以下で低
く、H層や HA層でのみ 20 cmolc kg-1を超えた土壌が
一部確認された（Table 2）。交換性 Ca2+、Mg2+、Na+、
K+含量は多くの土壌で 1 cmolc kg-1以下で全般に低か
った。調査地　海 2、3、7 の H 層や HA 層、海岸前
線部（調査地 1）の交換性 Ca2+、Mg2+、Na+ 含量は 5 
cmolc kg-1以上の高い値を示していた。これは CEC と
同様な傾向であった（Table 2）。以上の結果を反映し
て Ca2+、Mg2+、Na+、K+ の各飽和度は 10% を超える
土壌が多く、全塩基飽和度は多くの地点で 100% を超
えており、特に海岸前線部の調査地 1 では全層で全塩
基飽和度が 1000% を超えていた（Table 2）。

4.考察
1) 津波が海岸林未熟土に及ぼした影響
本研究による津波被災マツ林における土壌調査結果
と既往の海岸林研究の土壌調査結果の比較から、海水
浸漬は海岸マツ林土壌の理化学性に強く影響したこと
が明らかとなった。
津波被災マツ林の土壌断面形態から、1) もともとの
リター層と林床の下層植生が津波によって剥離、流失
したこと、2) 林床には津波によって運ばれた海砂が厚
く堆積したこと、3) もともとの土壌表層を構成して
いた A 層が堆砂層の下に埋没したこと、の 3 点を津
波による最も特徴的な影響として挙げることができる
（Table 1）。
土壌の化学性に関しては、堆砂下に埋没したA層（2A
層）で、津波の影響がより顕著に現れた（Table 1）。
津波浸漬土壌における pH（H2O）は、全般に堆砂層
で著しく高く（7.0 ～ 9.6）、2A 層、2C 層も中性～弱
アルカリ性の値（それぞれ 6.6 ～ 7.7、6.9 ～ 8.1）で
高い傾向を示した（Table 1）。一方で、津波未浸漬土
壌の A層は明らかに酸性であったことから（Table 2）、
pH が 8.0 程度とされる海水（松井・一国 1970）の浸
漬や、海水や海塩を含む海砂の堆積が津波浸漬土壌の
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pH（H2O）に顕著な影響を与えたと考えられる。
津波浸漬土壌における EC や CEC、交換性塩基含量
は、津波未浸漬土壌と同等のレベルを示した（Table 1）。
EC は全般に高く、特に腐植に富む 2A 層では著しく
高い値であった。一方、CEC は砂質で構成される未熟
土であることを反映して、全般に低かった。津波浸漬
土壌では低い CEC 値を反映して交換性 Ca2+、Mg2+、
Na+、K+ 含量も全般に低かった。また、堆砂層および
2A 層での交換性 Ca2+、Mg2+、Na+ 含量は、2C 層に比
べ高い傾向がみられた。これは特に堆砂層および 2A
層において海水（海塩）の影響が強く残っていること
を示している。各塩基の飽和度は、CEC の値が低いた
め、全般に高く、100% を超える土壌も多く存在した
（Table 1）。調査時期や調査箇所などが異なるため、単
純に比較することはできないが、津波浸漬 7 ヶ月後の
海岸林における土壌中の塩基含量はこれまで調査され
た海岸林土壌の範囲内にあり、津波浸漬に関する塩基
状態への影響は明らかでなかった（Tables 1 & 2）。
今回の東日本大震災では、東太平洋沿岸の各地で地
盤沈下したことが報告されている（国土交通省東北
地方整備局 2011a, b）。本研究の調査地である吉田浜
の試験地では 65 cm の深度に地下水面が確認された
（Table 1, Photo 2）。本来、樹木の根系は地下水に触れ
ない土壌深で発達するが、本研究では地下水に水没し
たマツの根系が確認された（Photo 2）。津波浸漬前は
表層土壌であった 2A 層は樹木や下層植生の根系が発
達し、植物の養分吸収を助ける根圏微生物の活動層で
あったと考えられるので、この層位における pH（H2O）
の劇的な変化がマツの根やマツと共生関係にある菌根
菌等の生物相に与えた影響は著しく大きいものと考え
られる。同時に地下水面の相対的な上昇とそれに起因
する根圏土壌の水没は、マツ細根の腐れや生理活性低
下などを招く直接的なストレスの原因になったと推察
される。一方、交換性塩基含量に関する分析では下層
部の C 層において津波浸漬による明瞭な影響を認めな
かった（Tables 1 & 2）。このことは排水不良のため、
津波浸漬 7 ヶ月後においても土壌上層で認められた津
波浸漬による土壌化学性への影響が下層にまで及んで
いない可能性を示唆している。

2) 津波の被害を受けていない海岸林の未熟土における
土壌化学性の検討
これまでの研究結果によると、海岸林の土壌はおお
むね未熟土であり、主として腐植に極めて乏しい砂の
堆積層で構成され、土壌構造や土壌層位の分化、発達
は認められない（農林水産技術会議 , 1987, 田中ら , 
1992a, b）。これは海岸林砂丘における土壌断面の特徴
であり、北陸地域の海岸林土壌の調査結果とも一致し
ていた（千木 1993, 2005, 河田 1987a, b）。
また、津波の被害を受けていない海岸林土壌の EC

は土壌上層部や海側の調査地を中心に全般的に高か
った（Table 2）。千木（2005）は、スギなどの耐塩性
の低い樹種を除き海岸砂地における土壌 EC は 0.2 dS 
m-1 以下であれば海塩による生育障害は問題ないとし
ている。対象地である茨城県の海岸林では、A 層や
HA 層の土壌上層部や最も汀線に近い海側の調査地で
は 0.2 dS m-1 を超えていた（Table 2）。こうした高い
EC 値は潮風に乗って頻繁に海岸林へもたらされた飛
砂や飛塩（村井ら 1992）が土壌上層部および海側の
海岸林土壌に恒常的に降下し、その塩類を蓄積させて
いることを示唆している。一方、CEC や交換性塩基含
量は低かった（Table 2）。これは粘土や腐植が乏しく、
主に砂で構成される未熟土では交換性塩基を吸着する
能力が著しく低いことに起因する。
海岸林土壌の pH（H2O）は腐植の混入が認められ
た A 層や HA 層で低く、下層ほど高い（Table 2）。こ
のような土壌断面内の pH（H2O）の垂直的変化は海
岸林土壌の最も大きな特徴であると考えられる。海岸
林土壌の林床から土壌表層においては堆積有機物や腐
植に由来する有機酸が存在しているため、その存在が
土壌の pH（H2O）に影響する。そのため、特に A 層
や HA 層などの土壌表層で酸性化が認められたと思わ
れる。腐植の混入が少ない下層や、汀線近くの調査地
1 の土壌全層においては土壌の酸性化は認められず、
海塩や海砂に由来する高濃度の塩基類を反映した土壌
pH（H2O）を示しているものと考えられた。これらの
結果も、北陸地域の海岸マツ林土壌の特徴と良く一致
した（千木 1993, 2005, 河田　1987a）。これらから、
海岸砂丘地の土壌は、山地の森林土壌に比べて未熟な
土壌であり、pH（H2O）や塩類含量、塩基飽和度など
の土壌化学性からみて、植物の生育上、大変厳しい土
壌環境であると言える。

3) 海岸マツ林の再生に向けて
今回の大地震は膨大なエネルギーを有した津波を引
き起こし、マツ林の多くは壊滅的な被害を受け、直後
に速やかに枯死した（坂本 2011, 2012）。しかし、津
波の直接的なダメージを免れて生残した樹木でもその
後に塩害による針葉の変色、樹勢衰弱や萎凋が発生し
た（中村 2011）。こうした状況は、日本の海岸林の主
要な構成樹種であるクロマツは、海岸の未熟な土壌で
も生育できるが、必ずしも津波に強いとは言いがたく、
アカマツについてはむしろ脆弱とさえいえる（中村
ら 2012）。このような背景から、海岸林を広葉樹で再
生することが検討され始めている（宮城県森林整備課 
2012）。
津波浸漬後の海岸林では、マツが枯損したような場
所でも残存、生残した広葉樹が各地で確認されている。
同様に、津波による林床のリター層や下層植生の流失、
さらには厚い海砂の堆積によって裸地化した海岸林跡
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地には多くの海岸性草本の侵入も認められている。海
岸林は防風、飛砂防止、防潮、防霧、飛塩防止、海岸
侵食防備、景観・保健休養ほかの多面的機能をもつ（村
井ら 1992）。これらの機能を発揮する海岸林を時間を
かけて回復させるのであれば、必ずしもマツだけにこ
だわる必要はないと考えられる。マツだけでなく広葉
樹や海岸性草本類、土木施設等、個々の特性を把握、
理解し、それらの利点を活かしながら、海岸林を再生
していくことも可能であると思われる。
一方、被災地では早期の生活基盤の復旧、復興を望
む声もあり、そのためには飛砂防止や防風効果に効果
的な海岸林の早期再生が不可欠である。今後再生が検
討される海岸林の造成地の多くは津波浸漬後の砂丘砂
地であると考えられるが、広葉樹が生育、更新できる
のは土壌が相応に発達して、風衝の弱い場所、あるい
は造成工事でそのように改善できる場所である（矢神 
2005）。早期の海岸林の復旧には砂質土壌で造成方法
が既に確立されているクロマツをまず植栽し土壌生成
を促した後、広葉樹導入など多様な海岸林に誘導する
ことが望ましい。本研究で示したように、津波被災海
岸林の多くでは地盤沈下に伴う排水悪化による土壌へ
の影響が認められている。津波被災海岸林では今後再
生に向けた植栽が活発になると思われるが、まず生物
活性の高い A 層の化学性改善を図り、新規植栽木への
影響を排除した後、海岸林を再生することが重要であ
る。そのためには試験的な植栽を行い、活着への影響
を検討する必要がある。
本研究の結果は、主に砂で構成され、有機物や養分
に乏しい海岸林の砂丘未熟土においては、海水浸漬に
よる土壌環境や理化学性の変化が植物の生育に大きく
影響を及ぼす可能性を示している。ここで明らかにし
た津波浸漬土壌の化学性データは今後の海岸林の再生
に向けて重要な指標となる。これらのデータは、植栽
の可否判断のための植栽可能樹種の選定や土壌改良の
方針検討に有効と考えられる。
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１．はじめに
2008年６月 14日に発生した岩手・宮城内陸地震によ
って、東栗駒山の東斜面では大規模な崩壊とともに土石
流が発生した（図１；写真１）。土石流は対岸の斜面に
乗り上げた後、ドゾウ沢を南東方向に流下して栗原市耕
英地区の駒の湯温泉を襲い７名の尊い人命を奪った。こ
の土石流災害については、これまでにいくつかの考察が
行われている（大野ほか、2008；Yagi et al., 2009; 原ほか，

2010）。いずれの研究においても、この崩壊は冬季に多
量の積雪が見られる奥羽山地の稜線付近から発生したこ
とから、多量の融雪水が崩壊発生に影響したことが推定
されているが、崩壊に対する積雪の影響については具体
的に明らかにされていない。本論では崩壊後の現地調査
と崩壊前後の地形データの解析結果から、この崩壊の発
生に積雪が与えた影響について考察したい。

Abstract
We illustrated the deep-seated landslide occurrence on the eastern slope of Mt. Higashi-Kurikoma 

triggered by the 2008 June Iwate-Miyagi Nairiku Earthquake based on field survey, interpretation of aerial 
photographs and DEM analysis using GIS. The landslide initiated on the east facing convex slope of Mt. 
Higashi-kurikoma at ca. 1300m asl. The remnant vegetation and snow pack indicate that the slope below 
1250m was not subjected to significant erosion by the landslide because of the protection of snow cover. 
Many small organic debris consists of bush-covered topsoil and the trimmed Sasa grassland suggest that 
a full depth snow avalanche has occurred before the deep-seated landslide.　Snow will be one of the 
important factor controlling the movement of deep-seated landslides in Japanese snowy mountains, where 
snow cover duration reach to half of a year. 

Key words : deep-seated landslide, snow cover, snow avalanche, airbone LiDAR, DEM

Effect of snow cover on the deep-seated landslide occurred on the head slope of
Dozou-sawa River triggered by the 2008 Iwate-Miyagi Nairiku Earthquake

Hiromu DAIMARU1)*, Wataru MURAKAMI1), 
Yasuhiro OGAWA1) and Akiko KAWAKAMI2)

要 旨
　2008 年６月の岩手・宮城内陸地震によって東栗駒山東斜面で発生した崩壊の実態について、現
地調査と空中写真判読、GIS による DEM の解析を元に考察を行った。その結果、崩壊は主として
標高 1300m 付近の凸型斜面で発生したと推定された。標高 1250m 以下の斜面には崩壊前の植生や
積雪層が残存した場所もみられることから、この領域は削剥域ではなく土砂の流送域と思われる。
崩壊地内には表層土壌に植生が付着した板状体や、先端が切断されて刈り込まれたようなササが多
く見られることから、深層崩壊に先行して全層雪崩が発生したことが推定された。わが国の多雪山
地には積雪期間が年間の半分以上に達する山地が多くみられるが、積雪はこのような山地における
深層崩壊の移動メカニズムに大きな影響を与える要因の一つと考えられる。

キーワード：深層崩壊、融雪、雪崩、航空機レーザー測量、DEM

積雪が 2008 年の岩手・宮城内陸地震によって
ドゾウ沢源頭部で発生した深層崩壊に与えた影響

大丸 裕武 1)*、村上 　亘 1)、小川 泰浩 1)、川浪 亜紀子 2)
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２．調査地
崩壊が発生したドゾウ沢源頭部の斜面は、東栗駒山の
東斜面に位置する（図１；写真１）。地質図（栗駒地熱
地域地質図編集グループ，1986）によると、東栗駒山
の周辺は第四紀の栗駒山安山岩から構成されており、崩
壊は溶岩台地の縁辺部から発生したと考えられる（写真
２）。
崩壊発生斜面は冬季には北西方向から吹く季節風に対
して風下側となるため、地吹雪によって厚い吹きだまり
が形成される場所にあたる。地震前の 1976年に国土地
理院によって撮影された空中写真（図２）をみると、今
回発生した崩壊地（図２の赤線で囲まれた範囲）の大部
分は、崩壊前には緑色を示すチシマザサや匍匐性広葉樹
の低木林に覆われていたと考えられるが、中には淡褐色
を呈するパッチ状の草原が見られる。これは、多雪山地
にしばしば見られる雪田草原であり、残雪がもたらす短
い生育期間と湿性の土壌環境に適応した植物から構成さ
れている。図２において雪田草原は溶岩台地縁辺部の
1300m～ 1350m付近と沢沿いの 1150ｍ～ 1250ｍ付近
の二つの標高帯（図２のａとｂ）に分かれているように
見えるが、これは稜線付近の遷急線直下に見られる吹き
だまりによる残雪と沢沿いの谷地形の残雪に対応すると
考えられる。

３．研究方法
2009年６月と８月の２回にわたって現地調査を行い、
崩壊発生斜面周辺の地質や植生と崩壊物質の特徴につい
て観察した。崩壊が発生したドゾウ沢源頭部の斜面につ
いては、崩壊発生前の 1976年に国土地理院によって作
成された地形図から 10mメッシュの DEM（北海道地図
製，GISMAP Terrain）が作成されていた。また、崩壊
発生後の 2008年６月 18日と 2008年９月（撮影日不明）
には、東北森林管理局によって航空機レーザー測量が行
われ DEM（メッシュサイズ 1m）が作成された。本研
究では、これらの DEMの差分を取ることで、地震前後
と、地震後の崩壊地の高度変化を推定した。
地震後の 2008年 6月と 9月の航空機レーザー測量に
よる DEMはいずれも地震後の電子基準点の座標を用い
て作成されているため、オーバーレイによる差分計算が
可能である。本研究では、この 2時期の航空機レーザー
測量による DEMを用いて 2008年 6月から 9月にかけ
ての標高の変化量を推定した。
国土地理院（2008）によると、栗駒山南麓のいわか
がみ平にある電子基準点（栗駒２）で地震によって南
東方向に約 1.5m、鉛直上方向に 2m強の地盤変動が確
認されている。このため、地震を挟む 1976年の DEM
と 2008年の DEMの差分計算には地震による地殻変動
の影響が含まれていることになる。したがって、両者の

図１　崩壊前のドゾウ沢源頭部の地形
10mメッシュ DEM（北海道地図社製 GISMAP 
Terrain）から作成した地形陰影図と国土地理院の
地形図を重ね合わせた．

Fig. 1  Topography of the head slope of Dozousawa River
Relief shade image derived from the 10 mesh DEM 
(GISMAP Terrain; Hokkaido-Chizu Co. Ltd.) was 
overlayerd with the GSI 1/25000 map.

図２　崩壊前のドゾウ沢源頭部の空中写真
国土地理院が 1976年に撮影した空中写真をオル
ソ化して地形図と重ね合わせた．赤色線は地震に
よって発生した裸地域を示す．

Fig. 2  Aerial photograph of the head slope of Dozousawa 
River.
Aerial photograph taken by GSI in 1976 was 
orthorectified and overlayed with the GSI 1/25,000 
map. The red lines indicate bare ground occurred 
by the earthquake.
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埋没した積雪層の存在は、地震後の崩壊地内の標高変化
からも推定される。図３ｄには、崩壊発生直後の 2008
年６月と、その約 3ヶ月後の 2008年９月の航空機レー
ザー測量による DEMの差分を計算し、この間に１ｍ以
上の高度低下が見られた場所の分布を示した（淡褐色の
部分）。これによると 1m以上の標高低下が見られた場
所の多くは崩壊地周辺の積雪域にあるが、一部は崩壊地
の裸地域の内部にも分布しており、その多くは、2008
年 9月の段階ではパッチ状の草本植生の分布域と重な
る。これらの場所では表面が草本植生で覆われているこ
とやガリーなどの顕著な侵食の痕跡が見られないことか
ら、1m以上もの標高の低下が崩壊土砂の侵食で起きた
とは考えにくい。崩壊地の外で 1m以上の標高低下が見
られた場所多くが残雪分布域に一致すること（図３ｃ）
を考えると、崩壊地の内部における標高の低下も積雪層
の融解によって起きたことが考えられる。すなわち、こ
れらの場所では崩壊地から流出した土砂が積雪層の上を
流下し、薄い土砂の層が積雪層を覆う状態となっていた
が、その後の積雪層の融解と薄い土砂の層の流出によっ
て、旧地表面の草本植生が出現したと考えられる。言い
換えれば、これらの場所では旧地表面の草本植生が積雪
層で保護されて融雪後に再び出現したと考えることがで
きる。このような草本植生が見られる場所は、崩壊地内
部の細長い谷地形や（写真４の b）やドゾウ沢の谷壁斜
面（写真４の c）である。これらの場所は周囲よりも地
形的に窪んだ残雪が残りやすい場所であり、積雪層によ
る保護によって土石流通過時の削剥を免れたと考えるこ
とができる。写真５は地震の翌年の 2009年５月にヘリ
から撮影されたドゾウ沢の崩壊地である。地震が発生し
た 2008年 6月 14日の残雪域はこれよりも小さかった
と思われるが、この写真からは崩壊発生斜面の残雪分布
の傾向を知ることが出来る。これによると、写真４の b

差分計算から正確な崩壊体積を推定することは出来な
いが、地殻変動の影響が 2m程度であることを踏まえれ
ば、10mオーダーの極端な地形変化の分布については
把握できる可能性があると考える。そこで、本研究では、
1976年と 2008年 9月の DEMの差分計算を行って、地
震による標高低下量の大まかな分布を推定した。

４．結果と考察
４．１　崩壊地内部の状況
現地調査において崩壊地の滑落崖の露頭を観察する
と、滑落崖の南部では柱状節理が発達し成層した溶岩層
が見られ、その下位には凝灰角礫岩層が見られる（写真
２）。また、滑落崖の北部では多数の巨礫を含む未固結
の地層が見られ、その下位には、熱水変質によって一部
が粘土化した安山岩が見られた（写真３）。
崩壊発生直後の空中写真（図３a）では、崩壊地の大
部分は基盤岩や堆積土砂に覆われていたが、崩壊発生か
ら約 3ヶ月が経過した 2008年 9月の空中写真では、崩
壊地の北部やガリー底にはパッチ状の草本植生がみられ
た（図３c）。現地調査の結果、このようなパッチ状の草
本植生は崩壊によって流下した土塊に付着したものでは
なく、攪乱を受けていない旧地表面の土壌層の上に成立
していることが確認された（写真４）。このことから、
これらのパッチ状の草本植生は崩壊直後には崩壊土砂に
覆われていたものが、その後の土砂の流亡によって出現
したと推定される。

４．２　埋没積雪層の分布と崩壊への影響
図３ａを見ると発生直後の崩壊地の周辺には多くの残
雪が見られるが、空中写真をよく見ると崩壊地（裸地域）
の内部においても崩壊土砂の下に埋没した積雪層が確認
できる（図３ａ右上の拡大図）。このような土砂の下に

写真１　ドゾウ沢崩壊地の全景．2008年 6月 15日に宮
城県が撮影．

Photo 1 The landslide occurred on the head slope of 
Dozousawa River, taken by Miyagi Prefecture in 
15 June 2008.

写真２　発生翌年夏のドゾウ沢崩壊地の状況．2009年
６月 25日撮影．

Photo 2 The Dozousawa landslide on 25 June 2009.
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図３　ドゾウ沢源頭部の崩壊地の状況
ａ）地震直後（2008年６月 15日撮影）のオルソ写真（東北森林管理局撮影）；b) 地震直後の崩壊地
の状況 c）2008年 9月のオルソ写真；d）2008年９月に確認されたパッチ状植生と６月～９月間の
高度低下量が１ｍ以上の場所

Fig. 3  Landslide occurred on the head slope of Dozousawa River
a) Ortho photo taken on 15 June 2008 (by Tohoku Regional Forest Offi ce); b) Landscape at 15 June 2008; 
c) Ortho photo taken in September 2008; d) Distributions of the remnant snowpack, patchy vegetation 
and sites with lowering reached 1 m between 

写真３　砂礫層の下位に見られる変質安山岩．
Photo 3 Altered andesite lava underlying the surface 

gravel layer.

写真４　ドゾウ沢最上流部から冠頭部を望む． 2009年
６月 25日撮影．

Photo 4 View upslope f rom the uppermost Dozousawa 
channel to the landslide scarp, taken on 25 June 2009.
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と cのパッチ状植生はいずれも積雪に覆われており（写
真５の bと c）、もともと周囲に比べて積雪が堆積しや
すく積雪深が大きい場所であったと考えられる。
以上のような崩壊地内部の積雪や植生の状況を考える
と、崩壊で発生した裸地域の内部でも顕著な削剥を受け
た場所はごく一部に限られると考えられる。図４は地震
前の 1976年の空中写真から作成された地形図をもとに
した 10mメッシュの DEMと地震後の 2008年９月に計
測された航空機レーザー測量の DEMの差分を示したも
のである。地震後のデータには地殻変動による水平・垂
直方向の移動（栗駒山周辺で 1～ 2m程度）を含んでい
るため、差分計算から正確な侵食深を計算することは
出来ないが、10mオーダーの地形変化が起きた場所を
把握することは可能である。図４によると、高度低下
量が 20mを上回る顕著な地形変化が見られた場所が標
高 1300m～ 1350mのごく狭い範囲に集中している。こ
れに対して標高 1250m以下の斜面ではそれほど大きな
高度低下が認められない。また、崩壊地の中央部の測線
（図４の X-Y）に沿った地震による地形変化を示す断面
図（図５）においても顕著な高度低下は標高 1280m～
1350m付近以外では発生していない。上述したように
標高 1250m以下の斜面では地震時にも残雪や旧地表面
の植生が残存しており、顕著な削剥は生じなかったこと
を考えると、斜面の下半部は削剥域よりも、むしろ崩壊
土砂の流送域としての性格が強いと考えられる。
以上のことから推定すると、今回の地震による崩壊で
顕著な削剥が起きた場所は図４において水色の線で囲ん
だ裸地域上部の凸型斜面に限られると考えられる。ま
た、崩壊土砂の流送域に粗度の小さな残雪や草原が存在
していたことが、崩壊土砂が対岸斜面に乗り上げるほど
の初速を伴っていたことに影響した可能性も指摘できる
（写真６）。

写真５　積雪期末期のドゾウ沢崩壊地の状況．2009年
5月 14日撮影．

Photo 5 Remnant snow patches on the Dozousawa 
Landslide on 14 may 2009.

図４　1976年と 2008年９月の DEMから計算されたド
ゾウ沢源頭部の高度低下量の分布
赤色の線は裸地域を，水色の線は推定削剥域を示
す．X-Yは図５の地形断面の位置．

Fig. 4 Degradation between 1976 and September 2008 
calculated from DEM
The red line marks the outline of the bare ground 
and the pale blue line indicates the estimated 
denudation area. The line X-Y is the location of the 
cross section (Fig. 5).

写真６　崩壊地対岸斜面の状況．2009年６月 25日撮影．
Photo 6   View of the opposite slope on 25 June 2009.

図５　ドゾウ沢源頭部の崩壊地の地震前後の断面の比較
測線の位置は図４に示す．

Fig. 5 Cross section of the head slope of Dozousawa 
River before and after the earthquake
The location is shown in Fig. 4.
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４．２	 地震時に発生した全層雪崩の証拠
崩壊地の内部には植生を付けた表層土壌の板状のブロ
ック（図３ｄ、写真７）が点在していた（図３；写真７）。
このようなブロックは北海道や東北地方の全層雪崩地に
特徴的に見られる “板状体”（写真８；小野寺，1974；大
丸・大原，2004）に相当すると考えられる。また、崩壊
地南側の板状体密集域の斜面上方には、枝の先端部が揃
って刈り取られたようなチシマザサや低木（写真９；以下、
“刈り込み状植生” と呼ぶ）が多く見られた。従来の研究
では、チシマザサをはじめとする多雪山地の倒伏性の植
物は、積雪層中に挟まれた形で生活すると考えられてい
る（Endo, 1983）。積雪期初期に積雪層に取り込まれた枝
や葉は積雪グライドの進行とともに徐々に積雪層から抜
け出すと考えられているが、圧密や焼結で固化した積雪
層との間には強い摩擦が働いているため、全層雪崩が発
生して積雪層の急激な移動が生じた場合には植物が積雪
層から抜け出せずに土壌層が積雪層と一緒に剥離したり、
植物の茎の部分が引きちぎられることがある。このため、
全層雪崩の跡地には、上述したような板状体や刈り込み
状の植生が見られることが多い。板状体は表層崩壊によ
っても発生することも多い（小出，1955）ため、それだ
けでは全層雪崩発生の証拠にはならないが、板状体とと
もに刈り込み状植生が見られることを考え併せると、少
なくとも図３ｂの刈り込み状植生が見られる場所では地
震時に全層雪崩が発生したことが推定される。崩壊発生
の翌日に撮影された写真１では崩壊地内に積雪デブリが
認められないことから、全層雪崩の発生は最後の土砂流
出に先行して発生し、雪崩で発生した積雪デブリは崩壊
土砂の下に埋没したか、土砂とともに流下した可能性が
高い。また、板状体の分布が崩壊地の縁辺に限られており、
崩壊地の中央部には少ないことも、全層雪崩の後に顕著
な土砂移動が発生したと考えることで説明可能である。

５．まとめ
2008年６月の岩手・宮城内陸地震によって東栗駒山
東斜面で発生した崩壊の実態について現地調査と空中写
真判読、GIS解析によって明らかにした。崩壊は主とし
て標高 1250m以上の凸型斜面で発生したと考えられる。
標高 1250mより下の斜面は崩壊前の植生や積雪層の残
存状態から、侵食はほとんど受けていないと考えられ、
崩壊土砂の流送域と見なすことが出来る。また、崩壊地
内の刈り込み状植生や板状体の存在からは、深層崩壊の
発生に先行して全層雪崩が発生したことが推定された。
図６には以上のような崩壊発生過程を模式的に示した。
このように、2008年の岩手・宮城内陸地震によってド
ゾウ沢で発生した深層崩壊には積雪の存在が大きな影響
を与えたことが明らかとなった。

写真７　崩壊地下部に見られる板状体．
雪崩の堆積域であることを示す．2009年６月
25日撮影．

Photo 7 Organic debris derived from vegetation root mat 
found on the toe slope of the landslide, indicating 
that the landslide was accompanied by full depth 
snow avalanche (taken on 25 June 2009).

写真８　2003年５月 19日に八幡平嶮岨森東斜面で発生
した雪崩の堆積域に見られた板状体．

Photo 8 Organic debris derived from vegetation root mat 
found on the east side slope of Mt. Kensomori, 
Hachimantai area.

写真９　雪崩発生斜面の刈り込み状植生．2009年６月
25日撮影．

Photo 9 Snow-clipped bushland found on snow avalanche 
field on 25 June 2009.
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1.はじめに
森林総合研究所での木質材料に関する研究開発は、材
料単体あるいは構造要素によるものが主体であったた
め、実際の木造住宅に使用した際に生ずる諸問題に関し
ては、直接データを得ることが困難であった。そこで、
研究成果の具体的な応用例を示すとともに、実際の住宅
での使用状況下における材料の性能変化を長期間にわた
って検証し、今後の材料開発に役立つ情報を得ることを
目的として、森林総合研究所が研究開発に関わった各種
の木質材料やその関連技術を応用したモデル木造住宅を
本所敷地内に建設した。建設の初期段階から竣工後まで
の長期間にわたって、部材・躯体の性能および劣化対策
と、建築物としての省エネルギー・居住快適性・室内空
気質・心理特性・環境振動等に関する諸実験を行なって

きている。
本報告においては、①建設したモデル木造住宅の建設
に至る経緯を述べ、②使用した部材や仕様、図面情報な
どの基本資料を参照可能な形で提示し、③建設作業の概
要とその際に発生した問題点を整理し、④実施されてい
る研究プロジェクトの概要について報告する。これによ
り、モデル木造住宅を活用した検証実験を今後も継続的
に行ない、また内外の研究者による関連した新たな研究
開発を進めていく際に参照可能な資料とする。
なお、本実験住宅は、独立行政法人森林総合研究所運
営費交付金プロジェクト「地域材を利用した安全・快
適住宅の開発と評価 (2009～ 2011年度 )」（課題番号：
200903）によって建設したものである。

Abstract
The model wooden house was constructed by applying the research of various wooden materials and 

technicses that the FFPRI had done. The purpose of the experiment is to verify the performance change 
in the material for a long term in the house, and to obtain the information to develop a new material. The 
problem at the work has been extracted. The procedure for measurement in the house was verified and the 
experimental data keeps being accumulated.

Key words : case study house, wooden house, material performance, building frame performance,           
deterioration measures, habitat vibration, psychology characteristic, residence comfort, and indoor air quality

Feature of building structure and problem under construction 
about FFPRI model wooden house (case study house)

Hisataka KOBAYASHI1)*, Shuzo SUEYOSHI1), Kenichi SUGIMOTO1), 
Masaki HARADA1), Takeshi MORIKAWA1) and Seiitiro UKYO1)

要 旨
　森林総合研究所が研究開発に関わった各種の木質材料やその関連技術を、実際に建設された住宅
の環境において検証することを目的として、本所敷地内にモデル木造住宅を建設した。建設時には、
上記木質材料を施工する際に生じる問題点の抽出や、施工の段階に応じた部材の状況に関する追跡
調査を行なった。また竣工から現在にかけて、各種木質材料の実際の使用環境に即した構造的、環
境的性能に関する検証を行なった。今後も劣化等に関する検証を行うために、継続して各種の実験
データの蓄積を行なっていく。

キーワード：実験住宅、部材性能、躯体性能、劣化対策、環境振動、心理特性、居住快適性

森林総合研究所におけるモデル木造住宅（実験住宅）の概要等について

小林久高 1)*、末吉修三 1)、杉本健一 1)、原田真樹 1)、森川岳 1)、宇京斉一郎 1)
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2.建設までの経緯
2.1. 競技設計の概要
本モデル木造住宅は、2008年度に当所が主催した競
技設計 “「近未来の木造住宅」―安全・快適・高耐久・
省エネ―”（杉本ら 2008、杉本 2009a、杉本 2009b、森
林総合研究所 2009）で最優秀賞となった作品を実際に
建設したものである。この競技設計においては、国産材
の需要拡大に大きく貢献し、耐震性に優れた建築物を比
較的容易に建設できる厚物構造用合板を主要な構造部に
用いた木造住宅とし、木材という自然素材の持つ安らぎ
が意識できるデザインで、自然エネルギーが利用可能な
住宅のアイディアを募集した。
2.2. 設計条件
本研究所が研究開発に携わった木質材料を活かし、上
記の前提のもと、以下の条件を設定した（森林総合研究
所 2009）。
①構造種別：木造（平屋建を除く）
②使用材料： 
・耐力壁に、厚さ 24mmの構造用合板を使用
・床構面に、厚さ 28mmの構造用合板等を使用
・木質材料は国産材を使うよう努めること
③敷地条件： 
・敷地面積：210m2

・用途地域等：第１種低層住居専用地域，都市計画区
域内，市街化区域

・建ぺい率／ 40%，容積率／ 80%
・前面道路：北側で幅員 6ｍの道路に接する
④建物規模：延床面積 120m2 程度
⑤家族構成：夫婦およびこども２人
⑥駐車場：敷地内に２台分の駐車場を設ける。ただし建
物内に車庫は設けない。
⑦建築工事費：4,000万円以下（基礎工事、設備、外構
等工事を含む総工事費）
⑧建築地の気候条件：冬期に晴天の日が多く、夏期に高
温多湿で日射量の多い太平洋側の IV地域（省エネル
ギー基準による地域区分）
⑨耐震性能：壁量は建築基準法に規定の２倍以上
⑩断熱・気密性能：下記⑪の省エネルギー性能をめざし
た断熱・気密性能とすること
⑪省エネルギー性能：３kw程度の太陽光発電パネルを
装備した場合に、エネルギー収支がプラスになる創エ
ネルギー住宅となることをめざすこと
⑫耐久性：日本住宅性能表示基準における「劣化の軽減」
において、等級３以上
⑬室内空気質：日本住宅性能表示基準における「室内空
気中の化学物質濃度等」の特定測定物質の放散に配慮
した建材を使用
⑭特記事項：実施設計においては、研究遂行上の理由か
ら部分的な変更を求めることがある

2.3. 審査の実施
審査は以下の委員によって行なわれた。
委員長：三井所清典（芝浦工業大学名誉教授、(株 )ア
ルセッド建築研究所代表取締役）
委　員：澤地孝男（(独 )建築研究所 環境研究グループ長）
/袴田喜夫（袴田喜夫建築設計室 (有 ) 代表取締役）/平
野陽子（(株 )ドットコーポレーション 代表取締役）/
林知行（(独 )森林総合研究所 構造利用研究領域長）※
所属は当時のもの
応募作品 58点の中から、審査委員会による選考が行
なわれ、最優秀賞には神家昭雄建築研究室の作品が選ば
れた。選定理由としては、合板を使いながら仕上げに自
然素材の木を使っていること。開口部を大きく取り、内
外の状況に応じて生活を楽しむことができ、日本人の基
本的な欲求を満たすものであること。また伝統的な土壁
構法に現代的な耐久性・防露性を考えた断熱工法を適用
し、次世代基準の断熱性を実現していること、などから
日本の住まいの原点を確認するうえで優れており、実験
を行う上でも有意義であると判断された。
実施設計に際しては、研究上の要求から競技設計にお
ける提案から若干の変更が加えられた。主な変更点は以
下のとおりである。
・基礎立上を、368㎜から 592㎜に変更（劣化対策、床
下作業）

・外壁のスギ板の仕上げを、焼スギから含浸型木材保護
塗料に変更（耐久性）

・浴室の仕様を、現造浴槽からユニットバスに変更。（劣
化対策）

・床下点検口、床下電源の増設（床下作業）
また、確認申請上の理由からペレットストーブの設置
を中止した。断熱材については、一時的に入手が困難と
なっていたグラスウールを木質繊維断熱材に変更した。
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2.4. 建設した実験住宅の主な仕様と図面

Photo 1.　 競技設計受賞作 模型

Photo 2.　軸組模型（a：南東面、b：北西面）

Table 1.　建設概要

Fig.1.　配置図
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Table 2.　構造材の仕様 及び 内外の仕上げ
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Fig.2.　各階平面図
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Fig.3.　立面図
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Fig.4.　矩計図
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Photo 3.　内外観（a：南東面、b：北西面、c：玄関、d：玄関土間、e：吹抜け・階段、f：１階食堂居間 西面、
g：１階食堂居間 東面、h：２階寝室 北面、i：２階寝室 南面）
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3.建築物の特徴と施工時の問題点
3.1. 建築物の特徴
一般的な軸組構法だが、壁面及び床面に厚物合板を用
いて耐力を確保し、土壁を設けることで室内環境向上を
意図している点が特徴となっている。（杉本 2011、神家 
2011a、神家ら 2011b、小林ら 2011）
□基礎
一般の住宅よりも基礎を高く設定している。型枠内部
にスギ板材打ちつけ、基礎の外面に木目をつけている。
給水管は鞘管ヘッダー工法とした。

Photo 4.　 a：基礎の施工、b：床下の配管

□軸組構造
主要な構造材は全て日本農林規格（JAS）材としてい
る。継手・仕口の加工はプレカットによるが、追掛大栓
継や長ホゾ込栓差などについては手加工とした。
土台は住宅の中でも耐久性を考慮する必要がある部材
である。本住宅では、保存薬剤処理を施したヒノキ製材
と薬剤処理をしていないヒノキ集成材を使用している。
どちらの材料についても、
施工後に材料表面への薬剤
吹き付け処理を行っている。
２つの材料を並べて施工し
ているため、今後、耐久性
について比較することも可
能となっている。
柱および梁材は全て JAS
材の機械等級区分により強
度ランクを指定した。柱にはスギ製材（E70）及びスギ
集成材（E55-F225）、梁にはスギ製材（E70）及びスギ
-ヒノキ対称異等級構成集成材（E105-F300）を使用し、
製材と集成材を混用することで性能の比較が可能な配置
としている。これらの材料は、一般的な木造住宅に用い
られる材料よりもヤング係数が比較的低い材料だが、構
造計算により安全性を確認して使用している。

Photo 5.　 土台 ( 集成材 :
左 ,無垢材 :右 )

Photo 6.　a：構造材の施工状況、b：梁（集成材 :前 ,製材 :奥）

□屋根
屋根下地は太陽光パネルと仕上がり面を揃えるため２
重に下地合板が張られている（パネル設置部分の屋根面
のみ）。

Photo 7.　a：屋根下地の施工、b：太陽光発電パネルの
設置

□床および天井
全ての単板をスギで構成した 28mm厚構造用合板を
使用しているため、一般的な根太の設置が不要となって
いる。１階から天井を見上げると２階床下地合板が見え
るが、構造上必要のない意匠的な梁との間には隙間があ
けられている。
２階床においては床下地と仕上げの間に配線用のスペ
ースを設けた２重床としている。

Photo 8.　a：１階床の施工状況、b：２階床の配線用ス
ペース

□壁
一般的な軸組構法だが、土壁を施工するための貫が設
置されている。土壁は伝統技術を活かした竹小舞の土壁
＋漆喰仕上げとしている。下塗りの土壁の乾燥を待ち、
24㎜厚構造用合板を張りつけ耐力壁とすることで、建築
基準法に規定された耐震性の約２倍の耐震性を確保して
いる。外壁の合板上に断熱材を設置し外断熱としている。

Photo 9.　a：竹小舞の施工、b：土壁の施工
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Photo 10.　a：合板 ･ 断熱材の設置、b：外壁面仕上げ（右
が西面）

Photo 11.　a：蓄熱土間、b：２階廊下の高窓

□設備
太陽光発電パネルや効率の高い設備機器と合わせて、
１階南側玄関への蓄熱土間の設置、高窓による自然換
気、深い軒やルーバーによる日射遮蔽などによりエネル
ギー負荷を減じている。

3.2. 施工時における問題点の抽出
施工は一般競争入札により落札した施工業者により行
われた。一般の業者による建設に際して、木材利用上の
問題となる点について現場監理を通して確認し、その問
題点の抽出を行なった。
□ＪＡＳ材による納品
工務店においてはＪＡＳ材に関する知識が不足してい
たため、部材の購入に際しては事前に詳細な情報提供を
行なった。そのうえで使用する材の性能に関する指定を
確認したが、構造用製材の発注時には、機械等級区分と
目視等級区分の混用、強度性能の指定ミスが発生し、再
納品による部材の交換を行なうこととなった。ＪＡＳ材

に関する情報の一般へのさらなる普及が必要である。
□構造用合板の施工方法
構造用合板（商品名：ネダノン）の使用に際して、工
事の初期においては設計施工用マニュアル（東京合板工
業組合ら 2008）による施工が徹底されておらず、認め
られていないビスによる設置が行なわれてしまい、鉄丸
釘に修正するための手戻りが生じた。また、壁用の構造
用合板（商品名：ネダノンスタッドレス５＋）の真壁仕
様による設置に際して、受け材の設置が適切に行われな
かったため、撤去後再設置を行なった。配線等の設置に
際して合板を大きく切り取る施工が行なわれたため、当
該部分の設計の見直しと合板の再設置を行なった。マニ
ュアルに加えて、構造用合板の施工監理手法の検討が必
要である。
□土壁の施工方法
工期の遅れにより土壁の施工が冬季にかかってしま
い、充分な乾燥を行なうことが困難となった。これに対
しては自然乾燥に加えてジェットバーナーによる乾燥を
併用することで対処した。また、壁面の耐力を負担する
構造用合板の設置が土壁（下塗り）の乾燥後となるため、
上棟から土壁の乾燥までの長期間にわたって、仮筋交い
によって壁面の強度を確保することとなった。土壁と構
造用合板を併用する壁構造の採用に際しては、建設作業
中での強度確保方法の検討が必要である。
□その他施工上の問題
・プレカット加工
追っ掛け大栓継ぎなど、現在では一般的ではない加工
を依頼したため、プレカット工場における加工ミスが発
生した。代替材を準備し再加工を行なったが、工期の遅
れが生じた。
・施工時の養生
構造材を現しとする仕上げでは、施工時の養生が重要
となる。仮筋交いの設置跡、雨だれ跡、作業時の傷に関
して、補修作業が必要となった。
・配線のための構造材の欠き込み
電気等の配線の設置に際しては、一般的に構造材への
穴あけや欠き取りが行なわれる。本物件においては強度
上の問題は生じなかったため特に対策はしなかったが、
部材の保護と解体時の再利用を想定すると、設置手法の
再検討が必要である。
・点検口における断熱材の設置
床下点検口の設置に際して既製品を使用しない場合、
大工による現場製作となるが、気密性の確保と適切な断
熱材の設置を行なうことが困難である。本物件において
は、大工により床下点検口の形状に合わせて断熱材を加
工し設置したが、既製品を使用した場合と比較すると気
密性は低いものと考えられる。住宅の性能に合わせた設
計が必要となる。

□仕上げ
外壁面の仕上げはスギ板の縦張りで、含浸型木材保護
塗料を３回塗りしている。屋外の木材には同様の塗料が
塗布されている（黒色または無色）。西面の壁のみは木
製縦ルーバーを設置した壁面構成となっている。外部建
具は、１階では木製建具を多用し、２階においては樹脂
サッシとしている。
室内壁の仕上げは、基本的には土壁の上に漆喰塗りと
なっており、部分的に石膏ボード下地漆喰塗り、スギ板
張りが用いられている。２階の各居室はスギ板張りの勾
配天井となっている。内部建具はすべて木製のフラッシ
ュ戸または障子、襖の引戸としている。
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Photo 12.　a：非破壊試験の実施、b：部材の追跡

4.実施している研究プロジェクトの概要
様々な分野の研究者により多角的な調査研究が継続し
て行なわれている。建設作業が行なわれる以前の構造部
材の購入時から部材の測定を開始し、竣工後においては
10年以上の継続的な計測を行なっていくことを想定し
ている。
□構造材の非破壊試験の実施
木材の加工前に全構造材の弾性率と含水率を測定し、
建設後の部材位置と対照可能なデータベースの作成を試
みた。作業にあたっては、部材識別番号を示す二次元バ
ーコードのシールを部材に直接貼り付け、プレカットや
建設作業を経た最終的な材の使用部位を追跡した（軽部
ら 2011a）。

Photo 13.　a：センサーの貼りつけ、b：センサー設置
状況

□柱に生じる応力の計測
柱の４面にひずみを計測するセンサーを貼り、柱に生
じているひずみを一定時間毎に収録することによって、
柱に生じている鉛直方向の力の変化を追跡している。こ
れにより、木造住宅の柱に生ずる応力が竣工直後どのよ
うに変化するのか、また、柱に生じている応力が一日の
中で、あるいは季節間でどの程度変化するのかを計測す
る（原田ら 2011、2012a、2012b）。

Photo 14.　土壁試験体

□土壁の乾燥度管理
土壁の乾燥度を管理する
手法として、試験用壁体を
作成し、重量と温度を継続的
に測定した（軽部ら 2011b）。

Photo 15.　a：床下のセンサー設置状況、b：天井裏の
センサー設置状況

□住宅各部における微小振動の計測
建築物に影響ないような微小な揺れ（常時微動）を感
知できる高性能センサーを建物各部に設置し、振動波形
の測定を行なった。これにより、対象住宅がどのような
状態で揺れやすいのかについて、固有振動数等を計測し
た（杉本ら 2012）。

□環境振動の計測
建物の敷地近傍で人工的に振動を発生させ、それによ
り住宅内への振動伝播性状の計測を行なった。これによ
り、住宅内の振動レベル分布や振動増幅についての検証
を行なった（宇京ら 2012）。

Photo 16.　a：屋外での加振状況、b：室内のセンサー
設置状況

□遮音性の計測
室内における音環境を把握するため、２階で発生させ
た音の伝わり方を計測した。一部の音は吹抜等の隙間か
ら迂回して伝搬し、床衝撃音は２階の二重床を通して伝
わりやすい部分があることを確認した（末吉ら 2012a、
2012b）。

Photo 17.　a：１階での測定状況、b：２階での加振状況

a
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Photo 18.　a：壁体内へのセンサーの設置、b：屋外の
センサー設置状況

Photo 19.　a.b：気密性能の測定状況

Photo 20.　 空気質の測定
状況

Photo 21.  a：内装の異なる２室の状況、b：試験実施の
イメージ

□壁内外における温湿度の計測
壁体の構成方法、方位、部屋用途などの要素から７箇
所の壁を選び出し、土壁の屋外側、合板の屋外側、断熱
材の屋外側に位置するように熱電対を設置し、温度計測
を行なった。また熱電対とほぼ同じ位置の屋内外に温湿
度センサーを設置し温湿度を計測した。これにより、壁
の作り方（仕様）による屋内外での温湿度の違いを確認
している。

□気密性の計測
完成直後に気密性能および断熱性能を測定した。こ
れにより、気密性能を示す相当隙間面積（C値）は、
2.55cm2/m2であり、また、断熱性能を示す熱損失係数（Q
値）は、1.98W/m2Kであることを確認した（塙ら 2012）。

□室内空気質の計測
床等への自然塗料の塗装
後に室内空気質を測定し
た。これにより、建築基準
法の規制対象物質及び日本
住宅性能表示基準の対象物
質については、すべて室内
濃度指針値をクリアーして
おり、快適な空気質が実現
できたことを確認した（宮
本ら 2011）。

□心理特性評価
内装の異なる２居室における生理応答実験を実施し、
地域材や木材由来の各種材料を用いた住宅の居住空間に
ついて、その快適性に関わる木質系内装材由来の視覚と

嗅覚への複合的影響を検証した。主観的には差異が認め
られなかったが、生体に負担をかけず、リラックス状態
をもたらす可能性が示唆された（恒次 2012）。

5.まとめ
本研究所が開発や評価に関わった各種木質材料を使用
し、実大のモデル木造住宅を建設することにより、建設
現場において実際に材料を施工する際に生じる各種の問
題点の抽出を行なうことができた。また、実験室レベル
で行なってきた各種の実験・評価手法を、住宅という実
大の試験体において応用する手法について検討を行な
い、実際の材料使用環境に即したデータを蓄積しつつあ
る。
本モデル木造住宅では建設時における使用部材の素性
が明らかであり、各種使用材料の初期性能も計測によっ
て確かめられている。このような建築物において継続的
な測定を行なっている事例は少ないため、長期間にわた
るデータの蓄積を行なうことにより新たな知見が期待さ
れる。現状の計測を継続するとともに、本実験住宅を利
用した新たな研究テーマに関しても研究所内外からの提
案を広く受け入れ、モデル木造住宅の特性を活かし、積
極的な運用を行なっていくこととする。
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宇京斉一郎・長尾博文・三浦祥子・宮武　敦・平
松　靖・新藤健太・渋沢龍也・大村和香子・青木
謙治・杉本健一・林　知行（2011）森林総合研究
所モデル木造住宅の柱に生じるひずみ量の経時変

化，第 15回木質構造研究会技術発表会技術報告集，
93-96

原田真樹・井道裕史・加藤英雄・軽部正彦・宇京斉一郎・
長尾博文・宮武　敦・平松　靖・新藤健太・小林
久高・杉本健一・林　知行（2012a）森林総合研究
所モデル木造住宅の性能評価 -柱に生ずるひずみと
相対湿度との関係 -，日本木材学会大会研究発表要
旨集（CD-ROM），62，H15-P-AM15

杉本健一・青木謙治・宇京斉一郎・小林久高（2012）
森林総合研究所モデル木造住宅の性能評価 -常時微
動測定による建物の振動性状の追跡 -，日本木材学
会大会研究発表要旨集（CD-ROM），62，H15-P-
AM14

塙　藤徳，森川　岳（2012）森林総合研究所モデル木
造住宅の性能評価 -面材耐力壁を採用した木造住
宅の気密性能 -，日本木材学会大会研究発表要旨集
（CD-ROM），62，G15-P-AM06

末吉修三・宇京斉一郎・原田真樹（2012a）森林総合研
究所モデル木造住宅の性能評価－床衝撃音ならび
に空気音遮断性能－，日本木材学会大会研究発表
要旨集（CD-ROM），62，G15-P-AM07

宇京斉一郎・末吉修三・佐野泰之 (2012) 木造軸組構法
住宅の振動伝搬性状に関する加振実験 -振動レベル
分布について，日本建築学会学術講演梗概集　環
境工学 I，331-332

原田真樹・井道裕史・宇京斉一郎・杉本健一・小林久高・
加藤英雄・三浦祥子・軽部正彦・長尾博文・林　
知行（2012b）森林総合研究所モデル木造住宅にお
ける柱表面ひずみの経時変化，日本木材加工技術
協会第 30回年次大会講演要旨集，23-24

恒次祐子（2012）森林と木材の「心地良さ」を科学する，
森林と林業 2012年 10月号，16-17

末吉修三・宇京斉一郎・原田真樹（2012b）森林総合研
究所モデル木造住宅の性能評価－空気音および床
衝撃音遮断性能－，森林総合研究所研究報告 11（4），
249-253





Bulletin of FFPRI  Vol.12  No.1  2013

投稿資格
１．　投稿者は原則として当所の在職職員とする。その
他、元職員、依頼研究員及び共同研究者等が、当所
あるいは当所と関係のある場所において研究した成
果を含む内容も投稿できる。

原稿の種類
２．　原稿の種類は論文、短報、総説及び研究資料とす
る。論文及び短報は原著論文であって、他の出版物
に投稿または掲載されていないものに限る。短報は
速報性の高いものを４頁以内にまとめる。総説は特
定の課題に関する研究を広くかつ普遍的に総括・説
明したものとする。研究資料は観測データ、調査資
料等とする。

 
原稿の提出

３．　投稿者は、別に定める執筆要領に基づき作成した
原稿を「研究報告原稿提出書」とともに研究情報科
編集刊行係に提出する。提出する原稿は正本１通、
副本２通、または PDFファイルなどの電子ファイ
ルとする。審査が終了し掲載が認められたものにつ
いては、電子ファイルを提出すること。

        原稿の提出先　〒 305-8687　つくば市松の里 1
                            独立行政法人　森林総合研究所　
                            研究情報科　編集刊行係　
                            Tel 029-829-8135  
                            Fax 029-873-0844
                           E-mail：kanko@ffpri.affrc.go.jp

原稿の修正
４．　修正原稿が２ヶ月以内に、短報では３週間以内
に再提出されない場合には受付を取り消す。なお、
特別な理由により期限内に提出できない場合は、
期間延長を編集委員長に文書で申し入れする。

原稿の却下
５．　再審査を終えても受理されない論文等について
は編集委員会により却下されることがある。

使用言語
６．　使用言語は日本語または英語とする。

著作権
７．　研究報告の著作権は森林総合研究所に帰属す
る。掲載論文の全体または一部を他の著作物に利
用する場合、事前に編集刊行係に申し出て、編集
委員長の許可を得るものとする。

（2011年 3月 4日）

投 稿 規 程
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執 筆 要 領

原稿の書式
１．　原稿はワープロで作成し、次の書式に従う。
１）和文原稿は、Ａ４判白紙に、天地左右各 30mm
程度の余白を残し、原則として 10.5ポイントの文
字を使用し、40字詰め 20行で横書きで印字する。
語や句を区切る際には、「、」「。」を使用。

２）英文原稿は、Ａ４判白紙に、天地左右各 30mm
程度の余白を残し、原則として 10.5ポイントの文
字を使用し、25行で印字する。 

 
原稿の構成  
２．　原稿の構成は次の順による。 
１）和文原稿 
（１）表紙＜表題・著者名・所属・英文表題・英文著者名・

英名所属＞ 
（２）英文要旨（Abstract）、英語キーワード
（３）和文要旨、日本語キーワード（短報は不要）
（４）本文 
（５）引用文献 
（６）表・図・写真及びその説明（和文、英文または

和英併記）
２）英文原稿 
（１）表紙＜表題・著者名・所属＞ 
（２）英文要旨（Abstract）、英語キーワード 
（３）本文 
（４）引用文献 
（５）和文要旨＜和文表題・和文著者名・和名所属を

含む＞、日本語キーワード 
（６）表・図・写真及びその説明 

 
表題
３．　英文表題 (サブタイトルを含む ) の記載は、先頭
の単語の頭だけを大文字とし、あとの単語は小文字と
する。

著者名
４．　著者名の記載は英文の場合、執筆者が通常使用し
ているローマ字で、名 (頭文字を大文字、以後は小文
字 )、姓 (大文字 ) を記載する (例：Taro SHINRIN)。
共著者のあるときは ” , ” で区切り、最後の共著者の
前に and をいれる。

所属と連絡先
５．　著者の所属は、論文が受付されたときの所属と
する。退職者については退職時の所属（和文にのみ元
をつける）とする。なお、著者の所属をその対応が容
易にわかるように著者の右肩に 1)、2) の番号を付し、

脚注に森林総合研究所、領域・支所・試験地名等を記
載する。また、著者のうち１名を連絡先 (corresponding 
author) とし右肩に所属の番号等に続いて * (アスタ
リスク ) を付し、脚注に連絡先 (現在の所属、住所、
E-mailアドレス (推奨 ) ) を入れる。所属が無い場合は、
個人の連絡先 (住所または E-mailアドレス等 ) とす
る。

要　旨
６．　要旨は、論文の目的、方法、結果などを和文では

600字、英文では 300語（短報については和文 300字、
英文 150語）以内で簡潔に記述する。その際、原則と
して改行は避け、できるだけ略語、慣用語を用いない。
また、原則として表、図、式などを本文中の番号で引
用しない。 
　　　長文のものについては、和文の場合英文摘要を巻
末に、英文の場合和文要旨のかわりに和文摘要を掲載
することが出来る。なお、摘要は目的、方法、結果な
どの要点を簡潔に記述する。

キーワード
７．　原稿の内容を的確に表すキーワード (７語以内 ) 
を記載する。キーワードの選定は検索に用いられるこ
とを考慮し（調査年等は不適）、英語と日本語を対応
させ、記載の順序を揃える。英語は、固有名詞の最初
の文字を除き、すべて小文字で書く。

本文／見出し
８．　本文の区分けの表題は中央に１行取りで書く。

表題をさらに細分化するときは左詰めにしてゴシッ
ク指定にする。
見出しで必要な場合はポイントシステムを採用して
もよい。
英文の見出しは、英文表題の記載と同様に最初の単
語の頭だけを大文字表記とする。

英文字記号および英数字
９．　本文中、引用文献中ともに、括弧、カンマ ( , )、
アポストロフィ ( ’ )、ピリオド ( . )、セミコロン ( ; ) 
等の英文記号を使う場合には、すべて半角で記述する。
ローマ数字も半角アルファベットの組み合わせとして
記述する。括弧の前後や記号の後には原則として半角
スペースを入れる。
具体的には下記の例を参照 (█は半角スペース )。
・・・であると考えられる █(堀・河合 █ 1965a,█b,█ 
Dropkin et al.█1979)。
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・・・堀ら █(1965) █の報告がある。 
・・・ウスバシロチョウ █(別名ウスバアゲハ ) █は、・・・
引用文献
Ahmad,█Q.█A.█(1952)█Fungi of East Bengal. █ 
Pakist.█J.█For.,█2, █91-115.

引用文献
１０．本文中の引用文献の記載は下記の例に従う。

(Ahmad 1952)  ( 堀 1965)  Ahmad (1952)  堀 (1965)  
(Ahmad 1952, 堀 1965)　
連名の場合 (Ahmad and Baker 1952)  (堀・川合  1965a, b) 
中点は全角
3名以上の場合は第1著者名の後に「 et al. 」または「ら」
を付す。
(Dropkin et al. 1979)  (Dropkinら 1979)
訳本の場合は原著者名 (訳本の表記に従い，原著者の
ファミリーネーム ) と原著発行年を引用する。
(ブレーヌ 1989)

１１．引用文献の記載は下記の例に従う (半角スペース
の挿入に注意 )。 

・雑誌を引用する場合
Ahmad, Q. A. (1952) Fungi of East Bengal. Pakist. J. 

For., 2, 91-115.
Baker, C. F. (1914a) A review of some Philippine plant 

diseases. Philip. Agr. & For., 3, 157-164.
Baker, C. F. (1914b) First supplement to the list of the 

lower fungi of the Philippine Islands. Leafl. Philip. 
Bot., 7(Art113), 2417-2542.

Dropkin, V. H. and Foudin, A. S. (1979) Report of the 
occurrence of Bursaphelenchus lignicolus induced 
pine wilt disease in Missouri. Plant Dis. Rep., 63, 
904-905.

Reunanen, M., Ekman, R. and Heinonen, M. (1989) 
Analysis of Finnish pine tar from the wreck of 
Frigate St. Nikolai. Holzforschung, 43, 33-39.

・誌名を略す場合は、日本農学進歩年報、日本自然科学
雑誌総覧、World List of Scientific Periodicals などに
従う。

・漢字の氏名が３字以下の場合は、姓と名の間に全角の
空白を入れる。
森　章 (2001) イチイガシの種子生産における同化産

物投資 . 日林誌 , 83, 93-100. 
堀　高夫 (1965) 路網計画のための図上地形判定につ

いて . 日林誌 , 47, 168-170.
上野洋二郎 (2000) 森林計画における森林諸機能の最

適配分 . 日林誌 , 82, 360-363.

田島正啓・宮島　寛・宮崎安貞 (1977) ヒノキパーオ
キシターゼ・アイソザイムの遺伝子分析 .日林誌 , 
59, 173-177.

・書籍を引用する場合
三浦伊八郎・西田屹二 (1948) 木材化学 . 丸善 , 690 

pp.　(本一冊を引用する場合 )
沼田　真 (1967) 植物的環境の解析と評価 . 森下正明・

吉良竜夫編 “自然 : 生態学的研究” . 中央公論社 , 
163-187. (複数の著者によって書かれた編集本の
特定部分を引用する場合 )

川合眞一・田中早苗 (1963) “実用化学講座 17巻有機
化合物の反応 (下 )”, 第 2版 . 日本化学会編 , 丸善 , 
210-212.　(叢書の特定部分を引用する場合 )

Ishii, M.(1996b) Decline and conservation of butterflies 
in Japan. In Ae, S. A., Hirowatari, T., Ishii, M. and 
Brower L. P. (eds.) “Decline and Conservation of 
Butterflies in Japan III” . The Lepidopterological 
Society of Japan, 157-167.　(欧文の単行書のタ
イトルはイタリックとする )

ブレーヌ　ジャン (1989) (永塚鎭男訳 , 2011) 人は土
をどうとらえてきたか : 土壌学の歴史とペドロジ
スト群像 , 農山漁村文化協会 , 415 pp.（訳本を引
用する場合は，原著者名 (訳本の表記に従い , 姓・
名の順 ) や原著発行年等を引用する）

　　　
・Webページの引用は、適当な文献資料が利用できない
か、または電子テキスト利用の利便性が特に高い場合
に限る。引用する場合には、文献の発行年にあたる部
分は、当該Webページの公表年（更新年）とするが、
公表年が無い場合は筆者が当該ページを確認した年次
とし、URLと参照日を記載する。ただし、官公庁等
の冊子体資料がそのまま PDFファイル等の形態で公
表されている場合には、冊子体の発行年、発行所、ペー
ジ数等を引用し、URLのみを併記する。一連の資料・
文書が別ファイル化されている場合には、トップペー
ジのみ典拠すればよい。

環境省 (2004) “農林水産省と環境省の連携による田ん
ぼの生きもの調査” , http://www.env.go.jp/ nature/
satoyama/tanbo.html，(参照 2008-01-24)．

Finger Lakes Resource Conservation & Development 
Council (2007) “Forest land best management 
practices in the Finger Lakes Region of New York 
State” , http://www.dnr.cornell.edu/ext/bmp/index.
html, (accessed 2007-11-30).

環境省 (2002) “平成 13年度オゾン層等の監視結果に
関する年次報告書” , 環境省 , 122 pp, http:// www. 
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env.go.jp/earth/report/h14-03/index.html．

１２．私信扱いの情報は、下記の例に従い、本文中に記
載する。
(所属，氏名，私信 )
(Name, Affiliation, personal communication)

英文校閲
１３．英文原稿及び和文原稿の英文摘要は原稿提出前に
必ず英文校閲を受ける。

図・表・写真
１４．表の表題は表の上部に、図・写真の表題は図・写
真の下に、注釈は表・図・写真の下に記載し、和文原
稿の場合は、表題・注釈及び図表は和文、英文または
和英併記とする。また、本文中では「Fig.」「Table」
「Photo」を使用。

１５．図・表・写真は１点ごとに別紙とし、印刷時の
図・写真の大きさは、段組幅 (82ｍｍ ) または頁幅 (170 
mm) のどちらかを明示する。なお、図・表・写真の
挿入箇所を本文原稿用紙の右欄外に朱書きで明示す
る。 

１６．図 (本文及び表に組み込むものを含む ) は、白紙
に天地左右各３cm程度の余白を残して記載し、書き
込み文字は、ワープロ等を用いて、そのまま印刷でき
るようにすること。 

１７．原則として、表には縦の罫線を用いない。大きな
表はそのまま版下として用いるので、鮮明に出力され
たものを提出する。

（2012年 1月 30日）
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　投稿された論文 (論文、短報、総説、研究資料 )は、
すべて審査を受けてその採否が決定されます。論文の審
査方針を次のように定めます。

１．審査の目的
投稿された論文 (論文、短報、総説、研究資料 )が、
審査の基準に照らして掲載可能か否かを判断するの
が審査の目的です。

２．審査の基準
　(1)新規性：論文の内容が、公知、既発表、または既

知のことから容易に導き得るものでないこと。
　(2)有用性：論文の内容が、学術的に、または実用上

なんらかの意味で価値があること。
　(3)信頼性：論旨が通っており、結論等を信頼するに

十分な根拠が示されていること。
　　さらに、論文はその内容が読者に十分理解できるよ

うに簡潔かつ明瞭に記述され、その内容に誤りな
いことが必要で投稿規程及び執筆要領に規定され
たとおりに論文が構成され、記述されていなけれ
ばなりません。

３．査読者
　投稿された論文の査読者 2名（研究資料の場合１人）
は、担当編集委員が決定し、森林総合研究所研究報告
編集委員会（以下、「委員会」という）において決定
されます。査読者の氏名は公表しません。著者との連
絡はすべて委員会が行い、査読者は著者と直接連絡し
ないこととします。

４．査読の結果
　論文は、上記の各項の基準に照らして総合的に審査
され、次のいずれかに判定されます。
  (1)このまま掲載可。
  (2)指摘の点を検討のうえ、書き改めれば掲載可。
  (3)著者が訂正したのち、もう一度査読者がみる必要
　　あり。
  (4)却下した方がよい (掲載するほどの内容を含まな
　　い場合及び掲載すべきでない場合 )。
  (5)その他。

　(1)から (4)のいずれかに判定し難い時は、(5)と判定
されますが、その場合は担当編集者によって、その理由
が具体的に示されます。
　(2)、(3)と判定された論文の場合は、掲載条件が具体
的に示されるので、指摘にそって原稿を修正することに
なります。(2)の判定の場合は、重要な内容の訂正を掲
載条件としないことが原則です。2人の査読者がともに
(1)または (２)と判定すれば、査読は終了し、掲載可と
なります。2人の査読者がともに (4)と判定した場合は、
却下となります。
　1人が (4)と判定し、担当編集者が必要と認めた場合
は別の査読者によってさらに査読を行い、その査読者も
(4)と判定すれば却下となります。その査読者が掲載可
と判定すれば査読は終了し、掲載可となります。(5)に
ついては、その理由により委員会の討議を経て、委員長
が著者及び査読者と協議して対応します。

（2005年 5月 14日）

森林総合研究所研究報告審査の基本方針








